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１．当初予算規模

２．一般会計当初予算

３．一般会計当初予算のポイント

（１）駒ヶ根市第５次総合計画の４年目、重点プロジェクトや主要施策へ集中配分

（２）令和６年度補正予算と一体的な推進

（３）ＤＸ戦略の具体化

（４）行財政改革プラン２０２２に基づく財政健全化の推進

４．歳入歳出のポイント

（１）歳入

　①市税、地方交付税ともに増加、主要一般財源総額は前年度当初比で＋2.4％、2.3億円増

　②国の財源不足を補うための臨時財政対策債は皆減

　③ふるさと寄附を積極的に活用、６億２千万円を充当

（２）歳出

　①第５次総合計画の６つの重点プロジェクトやこまがねＤＸ戦略を推進する事業へ重点化

　②建設事業は、身近なインフラの整備、豪雨で課題となっている雨水排水対策の調査、

　　公共施設の長寿命化、国スポ開催に伴う会場等の整備、新病院周辺整備事業を実施

R7予算＋R6補正予算前倒し一体予算

主要幹線道路整備、公園遊具更新等整備、登山道の整備　外

デジタル技術による行政手続きや地域課題に対応したサービスの創出

 ④ため池耐震評価、小学校整備 4,000万円

　5億5,187万円

一体予算

子育て全力応援第２期２年目、共生社会や竜東振興拠点整備、カーボンニュートラルの具体化

R7当初 　178億4,000万円

R6補正

 ①道路・橋梁等 4億6,787万円

 ②公園長寿命化 3,900万円

 ③自然公園整備 500万円

　183億9,187万円（R6:165億8,666万円）

令和７年度当初予算の概要

新たな時代をともに拓く予算

会計名
当初予算額 増減額

③ = ① - ②
増減率
（％）令和７年度　① 令和６年度　②

合計 ２８２億７,０８５万円 ２６９億１,７４９万円 ＋１３億５,３３６万円 ＋５.０％

一般会計 １７８億４,０００万円 １６３億円 ＋１５億４,０００万円 ＋９.４％

特別・企業会計 １０４億３,０８５万円 １０６億１,７４９万円 △１億８,６６４万円 △１.８％
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５．主要事業

（１）６重点プロジェクト事業・ＤＸ事業の概要

◇ 屋内キッズスペース整備事業 施設整備の検討

◇ マイホーム取得支援事業 子育て世帯のマイホーム取得を支援

○ ファミリーサポート事業

○ 重層的支援体制整備事業 制度の垣根をこえた支援体制づくり

◎ 強度行動障がい児者住宅等整備事業

◇ 優良建築物等整備事業 市街地の優良建築物の整備を支援

○ 駒ヶ根大使村プロジェクト・駒ヶ根フォーラム

◇ 竜東振興拠点施設基本設計

○ シルクミュージアム運営事業 カイコプロジェクトを拡充

○ 駒ヶ根高原温泉開発(株)補助金 新たな温泉源泉掘削への補助

◎ 早太郎温泉開湯30周年記念事業

◎ 電気自動車のリース 公用車

◎ 保健センター太陽光発電設備導入等事業

◎ 農村交流広場照明器具LED化事業

◎ 市庁舎窓口改革 市役所窓口における来庁者の負担軽減を図る

◎ デジタル通知 市の各種通知を希望者へデジタル配信

◇ ＤＸ推進リーダー職員育成研修

○ 学校ICT化推進事業 教育現場のデジタル化外

○ スマート農業推進事業 省力化機器等の導入支援外

◇ 中小企業ＤＸ推進事業

５００万円

　地域ＤＸ 7 １億２,５８４万円

　暮らしやすい地域を構築するため、市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービス創出

１億１,１７５万円

６００万円

２００万円

合計 20 ６億１,９０８万円

　行政ＤＸ 13 ４億９,３２４万円

　デジタル化技術により市民サービスの向上、市内部業務の高度化・効率化を図る

８,１００万円

２３１万円

５４万円

４,７７９万円

合計 68 １１億９３２万円

こまがねDX戦略 主な事業数 予算額

７,０５０万円

８０万円

　カーボンニュートラル推進 13 ２億１,１４９万円

　カーボンニュートラルな社会実現に向け多様な施策に取り組む

４,６２７万円

　地域資源を活かした観光地域づくり 12 ２億５７４万円

　地域資源・ICT活用、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくり

１億５,４２０万円

１００万円

　竜東振興 6 ２億４,５５４万円

　新宮川岸地区の交流拠点整備、高原や中心市街地との有機的な繋がり、市全体の賑わい・活性化

２,５００万円

　生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地(まちなか)再構築 10 １億６,３１２万円

　まちなかの魅力を高め、人が集う中心市街地をつくる

７,５２０万円

５２４万円

８１万円

　共生社会づくり 6 １億８,１４４万円

　様々な垣根をこえて多様な主体がつながることで、豊かに暮らし続けられる地域社会を目指す

　少子化対策・子育て支援（子育て全力応援） 21 １億１９９万円

　進行する少子化に対し「子育て全力応援」を宣言、R６年度から第２期がスタート

１００万円

２,０００万円

１億７,６７３万円

（◎：新規、○：拡充、◇：継続）

重点プロジェクト 主な事業数 予算額
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①　ひとづくり

【拡充】 産後ケア事業

【拡充】 児童手当支給

【新規】 地域おこし協力隊（家庭児童相談員）

【拡充】 中間教室機能拡充事業

【拡充】 中学生海外派遣国際交流事業

【新規】 民俗資料館改修

【新規】 総合文化センター空調設備改修

【新規】 国民スポーツ大会実行委員会負担金

【新規】 犯罪被害者等支援金外

【拡充】 万博交流プログラム事業

②　健康づくり・支え合いの地域づくり

【拡充】 健康診査事業

【拡充】 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外）

【拡充】 生活支援体制整備事業

【拡充】 認知症総合支援推進事業

③　ひとの流れづくり

【新規】 JICA協力隊第２のふるさと創生事業

④　しごと・ものづくり

【新規】 カイコの動態展示に向けた設計（カイコプロジェクト）

【拡充】 スマート農業推進事業

【新規】 森林整備地域活動支援事業

【拡充】 地域おこし協力隊（学びと交流）

⑤　安心・快適なまちづくり

【新規】 保健センター太陽光発電設備導入等事業

【新規】 駒ヶ池転落防止柵設置

【新規】 空家等対策計画（第３期）策定

【拡充】 公共ライドシェア実証実験

【新規】 ドライバー人材確保支援

【拡充】 生活に密着した道路整備の推進（道路・橋梁）

【拡充】 住宅耐震補強補助

【新規】 庁舎自家発電機用燃料タンク増設

【新規】 消防団コミュニティ施設更新（１-２詰所）

６．財政健全化の取り組み

（１）市債残高1.1億円増加、新規市債発行額は臨財債は皆減となるが普通債増により17.3億円

（２）財政調整用3基金残高2.5億円減（ふるさとづくり基金△1.9億円、減債基金△0.6億円）

（R6補正含）

３,１３０万円

４,２００万円

１,３００万円

１,２００万円

７３０万円

５,８９３万円

３００万円

６４万円

１,２００万円

４,７７９万円

５５万円

１,５００万円

２,３６８万円

２,２２９万円

１１億８,０８２万円

６００万円

５０万円

１,７２５万円

４９５万円

４０万円

５０万円

１０９万円

５５０万円

（２）主な新規・拡充事業　（第５次総合計画基本構想体系分類）

６億１,６０８万円

３億６,５８６万円

２００万円

４６１万円

１００万円
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７．歳入

８．歳出

（億円）

（億円）

⑥その他

ふるさと寄附金 8億円 （＋2億円 ＋33.3％）

ふるさとづくり基金繰入 6億4,115万円

（△6,966万円 △9.8％）

⑤市債 14億8,220万円 （＋2億1,960万円 ＋17.4％）

うち普通債 14億8,220万円 （+2億4,030万円 +19.3％）

うち臨財債 0円 （△2,070万円 皆減）

④国・県支出金 33億6,048万円

（＋6億8,734万円 ＋25.7％）

※主要一般財源総額 （臨財債・繰越金含む実質）
101億8,581万円 （＋2億3,682万円 ＋2.4％）

③地方交付税
37億9,700万円 （＋7,700万円 ＋2.1％）

②地方消費税交付金
8億7,636万円 （＋3,136万円 ＋3.7％）

①市税 49億5,031万円 （＋1億8,251万円 ＋3.8％）
個人 ＋6.5％、法人＋ 21.3％、固定 ＋1.3%  

⑦その他

物件費 28億8,809万円 （＋4億8,700万円 ＋20.3％）

積立金 5億44万円 （＋1億8,784万円 ＋60.1％）

⑥建設事業 18億5,110万円
（＋2,382万円 ＋1.3％）

⑤繰出金 12億2,658万円 （＋1,828万円 ＋1.5％）

④補助費等 38億2,305万円
（＋5億6,990万円 ＋17.5％）

※①～③義務的経費 71億5,731万円
（＋3億771万円 ＋4.5％）

③公債費 16億8,614万円 （＋5,000万円 ＋3.1％）

②扶助費 25億8,099万円 （＋2億5,251万円 ＋10.8％）

①人件費 28億9,019万円 （＋520万円 ＋0.2％）
（各年度当初予算）

（各年度当初予算）

市税

譲与･交付金

地方交付税

国・県

市債

その他

人件費

扶助費

公債費

補助費等

繰出金

建設事業

その他
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※令和５年度までは実績値、令和６年度は予測値
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①市債残高見込み

R７末 174億4,923万円
R６末見込比 ＋1億756万円
うち普通債 ＋7億4,361万円
うち三セク債 △7,656万円
うち臨財債 △5億5,949万円

②元利償還金見込み
R７ 16億8,614万円
R６見込比 ＋435万円

普通債残高

臨時財政対策債残高

元利償還金 元利償還金（億円）

９．市債残高・償還額
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その他特定目的基金

１０．一般会計基金残高の推移

残高（億円）

三セク債残高

財政調整基金

ふるさとづくり基金

①財政調整基金残高見込み
R７末 18億5,580万円
R６末見込比 ＋341万円

②ふるさとづくり基金残高見込み
R７末 15億8,538万円
R６末見込比 △1億9,287万円

③減債基金見込み
R７末 2億3,033万円
R６末見込比 △6,100万円

④その他特定目的基金見込み

R７末 6億3,942万円

R６末見込比 △1億2,736万円

基金残高見込み
R７末 43億1,093万円
R６末見込比 △3億7,782万円

残高（億円）

１１．健全化判断比率の推移

減債基金
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第１ 一般会計当初予算の概要 
 

１ 予算規模及び全体概要 

 

駒ヶ根市第５次総合計画（以下、「５次総」という。）が４年目を迎える令和７年度の一般会

計当初予算は１７８億４，０００万円で、前年度当初予算と比較して１５億４，０００万円、９．

４％と大幅に増加し、当初予算としては過去最大の規模となりました。５次総最終年度の令

和８年度に向け、「誰もが自由闊達にいきいきと活躍する広場のようなまち」の具現化を目指

し、重要施策を力強く進めていく予算となっています。 

予算規模が拡大した背景には、物価高騰に伴う人件費や物件費の増額、高齢化の進展

や子育て施策の拡充等による社会保障関係費の増額などがあります。このような状況の中、

デジタル技術を活用した事業や総合文化センターの長寿命化、道路橋梁など身近なインフ

ラの維持補修など、普段の暮らしや地域の未来にとって必要不可欠な分野に積極的に投

資していきます。 

歳出予算では、こまがねＤＸ戦略に基づき、市民サービスの向上を図ります。市庁舎の窓

口を改革し、各種手続きにおける来庁者の負担を軽減します。また、舗装や橋梁の点検、

農地利用状況調査などのＤＸ化を進め、市内部業務の高度化・効率化に取り組みます。 

５次総の重点プロジェクトであり、第２期を迎えた子育て全力応援事業を充実させ、出生

数低下の軽減を目指します。屋内キッズスペースの検討を進めるほか、子育て世代のマイ

ホーム取得を引き続き支援します。中心市街地では新保育園が開園するなど、新しい人の

流れが生まれています。民間主導の施設建設も進んでおり、さらなる魅力向上に向けた事

業を展開します。駒ヶ根高原では今年、早太郎温泉が開湯３０周年の節目を迎えます。新し

い温泉源泉の掘削もスタートします。これを契機に観光が一層盛り上がるよう支援します。

竜東では振興に向けた拠点施設の基本設計に着手します。カイコの新たな価値を見出す

カイコプロジェクトの拡充等も含め、賑わいの創出に向けた取組を進めます。 

地域社会においては、互いに支え合う共生社会づくりの柱となる重層的支援体制整備事

業を拡充し、誰もが取り残されることのない社会を目指します。検討を進めている自治会の

在り方については、検討会から提言をいただく年になります。広く意見をいただくフォーラム

を開催し、地域の自主性を尊重しながら持続可能な自治組織の将来像を考える足がかりを

構築します。教育現場では、コロナ禍で中断していた中学生のネパール派遣を再開します。

また、中間教室の機能を拡充し、不登校児童生徒の居場所づくりを進めます。急激に進む

温暖化に対しては、電気自動車の導入や照明のLED化を進め、カーボンニュートラル社会

の実現に向けた取組を推進します。 

歳入予算では、給与所得の上昇等を踏まえ、市税は前年度当初比１億８，２５１万円の増
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額としています。また、国の地方財政計画を踏まえ、地方交付税は前年度比７，７００万円の

増額、地方譲与税も１，５００万円以上の増額と見込んでいます。市税や地方交付税、地方

譲与税などを含む主要一般財源総額は１０１億８，５８１万円で、前年度当初比で２億３，６８

２万円、２．４％の増額としました。 

財政健全化は、令和４年度からスタートした行財政改革プラン２０２２に基づき進めます。

市債については、本予算で新たに１４億８，２２０万円（補正予算分含め１７億３，２６０万円）

を借り入れるため、令和７年度末残高は前年度末見込比で、約１億円増加する見込みです。

基金残高は、一般会計に属する１７基金の令和７年度末残高見込額は４２億９，５５３万円で、

前年度末見込比３億７，７８２万円の減額となる見込みです。これは、ふるさとづくり基金に積

み立てたふるさと寄附を積極的に活用し、６億２，０００万円（前年比６，０００万円減）を繰入

れるためです。また臨財債償還のため、減債基金から７，０００万円繰入れます。基金に依

存しない収支規模への取り組みが引き続きの課題です。 

 

 

 

２ 歳入予算の要点 

 

（１） 市税 

市税のうち個人市民税の令和６年度決算は、政府の物価高騰対策による定額減税の影

響で、令和５年度決算額を大きく下回る見込みです。本予算では、減税の影響がなくなるこ

とに加え、全国的な給与所得の上昇により、前年度決算見込み比９．４％増加の１８億１，７７

０万円（前年度当初比６．５％増加）を計上しました。 

法人市民税の令和６年度決算見込みは、令和５年度を上回る３億９，３８０万円となる見通

しです。本予算では景気動向等を勘案し、前年度決算見込みに対し６．８％減少の３億６，６

９０万円（前年度当初比１４．０％増加）を計上しました。 

固定資産税のうち土地は地価の下落が続いており令和６年度決算見込比１．６％の減少、

家屋は住宅や企業等の新築（戸）数の状況を見込み同比０．７％増加、償却資産は主要企業

の設備投資の伸びを見込み同比０．４％増加です。固定資産税全体では前年度決算見込み

に対し０．１％増加の２２億６，５５５万円（前年度当初比１．３％増加）を計上しました。 

その他の税目も含めた市税総額は、４９億５，０３１万円で前年度当初比１億８，２５１万円、３．

８％増加すると見込みました。 

 

（２） 地方交付税 

令和７年度地方財政計画では、地方全体の財政規模を３．６％の増加と見込んでいます。

いわゆる「１０３万円の壁」に係る地方交付税の減収影響を加味しても、適切に地方財源を確
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保するとされています。地方交付税は１．６％増加しますが、臨時財政対策債は平成１３年の

制度創設以来、初めて新規発行額がゼロとなります。地方一般財源の総額は、交付団体ベ

ースで１．７％の増加となっています。 

こうした国の動きや市の状況を考慮し、本予算では普通交付税は３３億８，７００万円と見込

んでいます。また、特別交付税を４億１，０００万円とし、地方交付税の総額を３７億９，７００万

円計上しています。前年度当初比では７，７００万円、２．１％増加する見込みです。 

市税、地方譲与税、交付金、地方交付税の合計額に繰越金を加えた主要一般財源の総

額は１０１億８，５８１万円で、前年度当初比で２億３，６８２万円、２．４％の増加となりました。 

 

（３） 国・県支出金 

国庫支出金は、情報システムの標準化・共通化や児童手当の拡充にかかる事業分が大きく

増加しました。障害者介護・訓練給付費（国）も引き続き増えており、前年度当初比６億９６８万円、

３５．６％増加の２３億２，０４１万円を計上しました。 

県支出金は、障害者介護・訓練給付費（県）や夏に実施される参議院議員選挙の委託金、国

勢調査費委託金が増加しました。全体では前年度当初比７，７６６万円、８．１％増加の１０億４，

００７万円を計上しました。 

 

（４） 繰入金 

基金繰入金は、前年度当初比１億６，３８３万円、２１．９％増加の９億１，３０７万円を計上し

ました。温泉開発基金繰入金が１億５，０００万円、減債基金繰入金が７，０００万円で、いずれ

も皆増です。ふるさとづくり基金繰入金は、前年度当初比６，９６６万円減少の６億４，１１５万

円としました。寄附者の希望や目的に沿った事業へ充当し積極的に活用します。 

 

（５） 市債 

市債は、１４億８，２２０万円で前年度当初比２億１，９６０万円、１７．４％と大きく増加しまし

た。内訳を見てみると、普通債は前年度当初比で２億４，０３０万円増加、臨時財政対策債は

皆減となりました。歳入総額に占める構成比（市債依存度）は、８．３％で前年度当初比０．５

ポイント増加しました。 

（※ 令和６年度補正分として２億５，０４０万円を計上し、道路舗装や交通安全施設整備、 

橋梁長寿命化、公園長寿命化などに取り組みます。） 

 

（６） その他 

財産収入は、４，０４４万円で前年度比１２４万円減少としました。 

寄附金は、ふるさと寄附金について前年度比２億円増の８億円を計上しました。  
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３ 歳出予算の要点 

 

（１） 目的別 （款別） 

総務費は、職員等退職手当などが減少した一方、情報システム標準化・共通化による上伊

那広域連合負担金、職員人件費、ふるさと寄附の増加に伴う基金積立金や取扱経費、旧モ

ルゲンロート解体費などが増加したため、前年度当初比３３．６％と大幅増の２８億６，３４４万

円となりました。 

民生費は、社会福祉協議会への補助金や児童扶養手当が減少した一方、児童手当や障

がい者の介護・訓練給付費、生活保護費などの扶助費、また新保育園建設にかかる経費な

どが増加したことにより、前年度当初比で８．１％増加の５１億６８１万円となりました。 

衛生費は、子宮頸がん予防ワクチン接種の委託料や昭和伊南総合病院負担金などが減

少した一方で、公共施設再生可能エネルギー設備等導入費や新型コロナウイルスワクチン

予防接種にかかる委託料が増加し、前年度当初比３．６％増の１５億６，９９０万円となりました。 

農林水産業費は、竜東振興土地改良基盤整備や竜東振興拠点施設整備、森林環境譲与

税基金積立金などが増額となり、前年度当初比４．０％増の１０億３，９７５万円となりました。 

商工費は、中小企業振興資金預託金や物価高騰対策としての子育て＆マイホーム取得

支援事業などが減額となった一方、新たな温泉源泉掘削に伴う駒ヶ根高原温泉開発（株）へ

の補助や企業への特定地域工場設置補助、観光施設の改修費などが増額となり、前年度当

初比で２１．２％増加の８億７，９６７万円となりました。 

土木費は、国の補正予算へ対応する補助事業を令和６年度補正予算へ前倒しで計上し、

その規模は前年度を上回りました。令和７年度予算では、中央自動車道に架かる跨道橋撤

去や都市計画道路中割経塚線、優良建築物等整備事業、新病院周辺整備事業への費用、

空家等対策計画策定委託料などを計上しているため、当初予算額は前年度当初と比べ６．

５％増額の１５億５，７４３万円となりました。 

消防費は、防災行政無線システム改修やポンプ車更新、庁舎非常用発電設備、県防災行

政無線設備負担金などの事業費を計上したことにより、前年度当初より１９．２％増加の７億６，

８２７万円となりました。 

教育費は、中沢農村交流広場や馬住ヶ原運動場の照明 LED 化や物価高騰対策としての

学校給食費補助などが増加したものの、総合文化センター長寿命化や社会体育館の整備に

かかる事業費が減少したため、前年度当初比で３．６％減少の２１億９，３０９万円となりました。 

公債費は、市債元金利子ともに償還が増えるため、３．１％増加の１６億８，６１４万円となり

ました。 

諸支出金は、用地取得事業会計への繰出分として、５００万円を計上しました。 
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（２） 性質別 

人件費は２８億９，０１９万円で、前年度当初比で５２０万円、０．２％増加しました。職員の定

年延長により退職手当は２，４３２万円と、前年度当初比で９，２２４万円減少した一方、退職手

当を除く正規職員人件費は１８億２，０４８万円で、前年度当初比で４，７６４万円増加しました。

報酬は７億７，４２０万円で、前年度当初比３，４９２万円増加しました。会計年度任用職員の

報酬改定や教育現場での人員の増加などを反映しています。 

扶助費は２５億８，０９９万円で、前年度当初比で２億５，２５１万円、１０．８％増加しました。

児童手当の拡充分や障がい者の介護・訓練給付費、私立保育所運営費や生活保護費など

の増加が主要因です。高齢化や障がい者へのサービスを提供する事業所の増加、子育て

世帯への支援拡充などを背景に、今後も扶助費は伸びていく見込みです。 

公債費は１６億８，６１４万円で、前年度当初比で５，０００万円、３．１％増加しました。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費の総額は７１億５，７３１万円で、３億７７１

万円増加しました。 

物件費は２８億８，８０９万円で、前年度当初比で４億８，７００万円、２０．３％と大幅に増加

しました。ＤＸの推進やふるさと寄附取扱にかかる費用の増に加え、人件費や物価の上昇に

伴い、委託料などが軒並み値上がりしていることが物件費全体を押し上げる要因となってい

ます。 

維持補修費は１億１，２８２万円で、３９万円、０．３％減少しました。 

補助費等は３８億２，３０５万円で、前年度当初比で５億６，９９０万円、１７．５％増加しました。

情報システムの標準化・共通化に伴う上伊那広域連合への負担金や中央自動車道に架かる

跨道橋撤去、駒ヶ根高原温泉開発（株）への補助や企業への特定地域工場設置補助などの

増加が要因です。一方で、緊急浚渫推進事業に関する補助金や昭和伊南総合病院への負

担金などは減少しました。 

普通建設事業費は１８億５，１１０万円で、前年度当初比で２，３８２万円、１．３％増加しまし

た。防災広場整備が終了、総合文化センター改修が減額となった一方、旧モルゲンロートの

解体、防災行政無線システム改修、公共施設再生可能エネルギー設備等の導入や各種施

設の照明LED化工事などが要因です。 

積立金は５億４４万円で、前年度当初比で１億８，７８４万円、６０．１％増加しました。ふるさ

と寄附金分は、前年度比１億円増の４億円を計上しています。また入湯税、都市計画税、森

林環境譲与税の一部を将来の事業展開に備え、それぞれ基金に積立てます。 

投資出資貸付金は２億６，０６１万円で、前年度当初比で５，４１６万円、１７．２％減少しまし

た。中小企業振興資金預託金、企業立地制度資金預託金の減少が要因です。 

繰出金は１２億２，６５８万円で、前年度当初比で１，８２８万円、１．５％の増加となりました。

後期高齢者医療が１，５７５万円、介護保険特別会計が６８３万円、それぞれ増加しています。  
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第２ 特別会計・企業会計予算の概要 
※増減は前年度当初比 

 

１ 用地取得事業特別会計予算 

７，６２０万円 （前年度当初比 △２，９８３万円、△２８．１％） 

土地開発基金の管理及び同基金を財源とした公共用地の先行取得に備える予算を計

上しました。基金への積み戻しは５００万円としました。 

 

２ 中沢財産区会計予算 

１１２万円 （前年度当初比 ＋１０１万円、＋９６２．９％） 

官行造林持ち分買取等に要する予算を計上しました。 

 

３ 介護保険特別会計予算 

３５億８８９万円 （前年度当初比 ＋１億２，３７６万円、＋３．７％） 

歳入のうち介護保険料は６億９，７２５万円で６６２万円、０．９％減少、一般会計繰入金

は５億３，０９２万円で６８３万円、１．３％増加、基金繰入金は７，２７２万円で４，３４５万円

増加しました。 

歳出のうち保険給付費は３３億２，２５８万円で１億２，３２８万円、３．９％増加しました。

地域支援事業費は、介護予防・生活支援サービス事業４，２９０万円、一般介護予防事業

１，８３９万円など、総額８，４４０万円で６４万円、０．８％増加となりました。 

課題である介護人材の確保や育成に向け、介護人材確保・育成支援事業、介護資格

取得・就労支援事業に係る予算を引き続き計上しています。 

 

４ 国民健康保険特別会計予算 

２６億７，３９０万円 （前年度当初比 △６，６６６万円、△２．４％） 

歳入のうち国民健康保険税は５億２，０７６万円で８３０万円、１．６％増加、一般会計繰

入金は１億９，３２４万円で４３０万円、２．２％減少、基金から２，４４６万円繰り入れて財源

不足を補うこととしました。 

歳出のうち保険給付費は１８億９，７７８万円で７，３７８万円、３．７％減少しました。 

保健事業費は、特定健康診査等事業に２，８６０万円、人間ドックやがん検診補助など

の疾病予防事業に９３７万円を計上しました。 
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５ 後期高齢者医療特別会計予算 

５億４，６０５万円 （前年度当初比 ＋７７９万円、＋１．４％） 

歳入のうち後期高齢者医療保険料は４億４，０３７万円で７４４万円、１．７％増加しまし

た。一般会計繰入金は１億３５４万円で３５万円、０．３％増加しました。 

歳出のうち長野県後期高齢者医療広域連合への納付金は５億４，０１８万円で７２２万

円、１．４％増加しました。 

 

６ 駒ヶ根高原別荘地特別会計予算 

１，８８１万円 （前年度当初比 △２６８万円、△１２．５％） 

歳入のうち別荘地使用料は、１，１６５万円、新規契約者の施設負担金は１００万円とし

ました。 

歳出のうち別荘地整備事業費は、別荘地整備費及び公共下水道受益者負担金など総

額１，４４２万円を計上しました。 

 

７ 水道事業会計予算 

  １１億３，５３６万円（前年度当初比△１億４，４６５万円、△１１．３％）  
※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、給水収益６億８，６３９万円など総額７億６，４４７万円（△９

６２万円、△１．２％）、総費用は、上伊那広域水道用水企業団からの受水費１億５，０５４

万円、減価償却費３億１，４７２万円、企業債利息等１，１２４万円など総額７億５，６１５万円

（△２，１８５万円、△２．８％）を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、配水池等改良事業詳細設計業務など１億６，７４１万

円（△１億１，８４１万円、△４１．４％）、企業債償還金は２億６８０万円(△４３８万円、△２．

１％）で、資本的支出総額３億７，９２１万円（△１億２，２７９万円、△２４．５％）を計上しまし

た。 

 

８ 公共下水道事業会計予算 

１５億３６５万円 （前年度当初比 △７，４０３万円、△４．７％）  

※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料４億４，３１３万円(＋３１９万円、＋０．７％）、

一般会計補助金２億５，４８４万円(△１，３５２万円、△５．０％）など総額９億２，２２９万円

（△３，０６９万円、△３．２％）、総費用は、処理場費２億１，３１０万円、減価償却費４億４，

７４９万円、企業債利息３，０２４万円など総額８億２，４６９万円（△７１３万円、△０．９％）を

12



計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、浄化センター整備、機器更新など１億６，１１６万円

（△１，５９４万円、△９．０％）、企業債償還金は５億１，５８０万円(△５，０９５万円、△９．

０％）で、資本的支出総額６億７，８９６万円（△６，６９０万円、△９．０％）を計上しました。 

 

９ 農業集落排水事業会計予算 

９億６，６８８万円 （前年度当初比 △１３６万円、△０．１％）  

※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料１億８，６１１万円(＋１１５万円、＋０．６％）、

一般会計補助金２億４，７４９万円(△５９２万円、△２．３％）など総額６億２，６３２万円、総

費用は、処理場費２億２，１４５万円、減価償却費２億８，８４５万円、企業債利息１，９７２万

円など総額５億５，１６５万円（△２５８万円、△０．５％）を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、管渠整備工事などとして６５０万円、企業債償還金は

４億６７３万円(＋４２１万円、＋１．０％）で、資本的支出総額４億１，５２３万円（＋１２１万円、

＋０．３％）を計上しました。 
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第３ 財政見通し 
 

令和７年度当初予算は、前年度と同様に、令和６年度補正予算前倒し一体予算として編成し

ました。規模としては過去最大となり、これは扶助費などの義務的経費、物価高騰による物件費、

情報システム標準化・共通化などによる補助費の増加などに加え、５次総の総決算を前に、重

点プロジェクトの事業を中心に予算を積極的に計上したことが大きな要因です。 

財政健全化の観点から本予算を見た場合、ポイントとして第一に、歳入における基金などの

繰入金の占める割合が大きくなってきていることが挙げられます。本予算での繰入金の構成比

は５．１％で、前年度比０．５ポイントの増加でした。近年の予算編成では、好調なふるさと寄附

を原資としたふるさとづくり基金を、積極的に事業に充当しています。本予算では、ふるさと寄附

金活用分の６億２千万円を含め、６億４，１１５万円を同基金から繰り入れました。市としては全国

からいただいた寄附に込められた思いを最大限に活かし、まちづくりを進めていく方針です。

一方で、寄附金の持つ不確実性を念頭に置き、一般財源の規模に見合った、バランスの取れ

た収支を心掛ける必要があります。 

ポイントの二点目としては、財政健全化の指標となる将来負担比率を低下させること、起債の

残高を減らし、基金を維持・増額することが挙げられます。これまでの行財政改革プランでも目

標に位置づけ取り組んできた結果、将来負担比率はここ数年で劇的に改善しました。その主な

要因は普通債の残高の減少と、基金の増額です。しかし本予算編成の結果、令和７年度末見込

として、普通債が令和６年度末見込比７億４，３６１万円の増、基金は３億７，７８２万円減少する見

通しとなりました。今後、昭和伊南総合病院の建替えが本格的にスタートします。建設償還

金等の市負担額が財政へ与える影響は大きなものとなります。また、保育所の適正配置な

ど、公共施設の在り方を踏まえた事業も本格化していきます。積極的な投資により、起債が増

え、基金が減るということは起こりうることではありますが、同時に、将来に過度な負担を残さない

財政運営が必要といえます。 

基金については、ふるさと寄附の取り組みを促進し令和３年度以降毎年５億円以上の寄付を

いただき、ふるさとづくり基金へ積み立ててきました。令和６年度は６億円超の積立てができる

見通しです。基金の動きには常に目を配り、緊急時の備えや公共施設の大規模更新など、大き

な財政負担に対応できるよう、計画的な増額に取り組みます。 

令和５年度決算では、実質公債費比率がわずかに上昇したものの、将来負担比率は大き

く低下し、収支バランスは改善する結果となりました。一方で、経常収支比率は９０％を超えま

した。人件費や扶助費など、義務的経費の上昇は今後も続くと予想されます。人口減少や少

子化への対応や対策、老朽化が進むインフラの整備なども大きな課題です。社会情勢の変

化に柔軟に対応し、５次総を推進しながら、行財政改革プラン２０２２に基づいた財政健全化

へ取り組みを継続していきます。  
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第４ 予算編成の背景 
 

１ 経済動向 
 

令和６年度の日本経済は、長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、

「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるかどうかの分岐点にあります。こうした中、

政府は、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、「賃上げと投資が牽引する成長

型経済」への移行を確実なものとするため、日本経済・地方経済の成長、物価高の克服及び国民

の安心・安全の確保を三つの柱とする「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済政策」

を策定しました。 

令和６年度の日本経済は、緩やかな回復を続け、実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は０．

４％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は２．９％程度、消費者物価（総合）は２．５％程度

の上昇になると見込まれます。 

令和７年度については、総合経済対策の効果が下支えとなって、賃金上昇が物価上昇を上回

り、個人消費が増加するとともに、企業の設備投資も堅調な動きが継続するなど、引き続き、民間

需要主導の経済成長となることが期待されます。こうしたことから、令和７年度の実質ＧＤＰ成長率

は１．２％程度、名目ＧＤＰ成長率は２．７％程度、消費者物価（総合）は２．０％程度の上昇率に

なると見込まれています。 

ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等の影響には十分注意する必要があり

ます。（以上、「令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和５年１２月２１日閣議決定）」から抜

粋） 

令和６年１１月の市内景気動向調査結果から、観光や飲食で好調との声が出ている一方、全体

としては物価高騰や人手不足の影響があると回答しています。また、製造業では老朽化した機械

設備の更新や新規事業開拓に向けた積極的な投資がみられます。 

今後半年の見通しとして、「良くなる」と回答した企業２７．１％に対し、「悪くなる」と回答した企

業が８．３％、「わからない」との回答は２０．８％でした。物価高騰や円安、地政学的リスクなど先

行き不透明とする声が多く、状況を注視していることが見受けられます。     （参考資料 Ｐ４８） 

 

２ 国の予算動向 
 

国の令和７年度予算案は、令和６年度経済対策・補正予算と合わせて、「賃上げと投資が牽引

する成長型経済」へ移行するための予算とされました。経済・物価動向に配慮しつつ、これまで

の歳出改革努力を継続する中で、重要な政策に重点化する内容となっており、こども・子育て支

援の本格実施、ＧＸ投資推進、ＡＩ・半導体産業基盤強化、地方創生交付金の倍増、防衛力の抜

本強化、内閣府防災担当の予算・定員の倍増、教職調整額段階的引上げなど、メリハリの効いた
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予算編成となっています。 

予算規模は１１５兆５，４１５億円で、前年度当初比２兆９，６９８億円、２．６％の増加となりました。

税収は７８兆４，４００億円で、前年度当初比で８兆８，３２０億円、１２．７％の増加を見込んでいま

す。一方で、公債金は２８兆６，４９０億円で、前年度当初比で６兆８，０００億円、１９．２％の減額と

なっています。歳出のうち社会保障関係費は３８兆２，７７８億円で、前年度当初比で５，５８５億円、

１．５％の増加となっています。地方交付税交付金等は１９兆７８４億円で、前年度当初比で１兆２，

９２１億円、７．３％の増額となりました。国債費は２８兆２，１７９億円で、前年度当初比で１兆２，０８

９億円、４．５％の増加となっています。公債依存度は２４．８％で前年度比６．７ポイント減少しま

した。 

（参考資料 Ｐ４８） 

 

３ 地方財政計画 
 

令和７年度の地方財政計画の規模は９７兆９４億円で、前年度当初比で３兆３，７０７億

円、３．６％の増加となりました。一般財源総額は６７兆５，４１４億円で、前年度当初比で２．

８％の増加、交付税不交付団体を除くと６３兆７，７１４億円となり、１．７％の増加となりまし

た。人件費や社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が様々な行政課題に対

応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について

前年度を上回る額を確保した計画となっています。 

歳入のうち地方税収は４５兆４，４９３億円で、前年度当初比で２兆７，１６４億円、６．

４％の増加を見込んでいます。地方譲与税は２兆９，６６１億円で、前年度当初比で２，３６

８億円、８．７％の増加と見込んでいます。地方交付税は１８兆９，５７４億円で、前年度当

初比で２，９０４億円、１．６％の増加となっています。地方債のうち臨時財政対策債は、皆

減（前年度比４，５４４億円減）となり、平成１３年度の制度創設以来、初めて新規発行額

がゼロとなっています。 

歳出のうち給与関係経費は２０兆９，７８４億円で、前年度当初比で７，４９２億円、３．

７％の増加となりました。一般行政経費は４５兆５，９３６億円で、前年度当初比１兆９，０４

３億円、４．４％の増加となり、社会保障費が多くを占める補助分が５．７％増加、単独分も

３．３％増加しました。デジタル田園都市国家構想事業費から名称を変更した新しい地方

経済・生活環境創生事業費は１兆２，０００億円が計上されました。 

投資的経費は１２兆１，１０３億円で、前年度当初比１，２０７億円の増加となりました。こ

のうち緊急防災・減災事業費が前年同額の５，０００億円、公共施設等適正管理推進事業

費が４．２％増加の５，０００億円、脱炭素化推進事業費が前年度同額の１，０００億円、そ

れぞれ計上されました。     （参考資料 Ｐ４９） 
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　　第５　一般会計当初予算主要事業

1

2

3

4

5

6

※
　　 ＊「重点プロジェクト」は、計画期間内（５年間）に推進する事業のうち、
　　　  特に優先的、重点的、政策横断的に取り組むものです。

1  ひとづくり

1
2
3
4

 未来を担うひとづくりを進めます
 ともに学び、文化やスポーツに親しめるまちづくりを進めます
 協働のまちづくりを進めます
 人権を尊重し、互いに理解し合える地域づくりを進めます

2
 健康づくり・支え合い
 の地域づくり

1
2
3

 健康長寿を推進します
 安心の地域医療を確保します
 支え合う福祉のまちづくりを進めます

3  ひとの流れづくり
1
2

 訪れたくなる魅力的な観光地域づくりを進めます
 移り住みたくなる魅力に富んだまちづくりを進めます

4  しごと・ものづくり
1
2

 地域資源と新技術を活かした農林業を振興します
 にぎわいと活力ある商工業を振興します

5  安心・快適なまちづくり
1
2
3

 カーボンニュートラルに向けた取組を進めます
 ひとにやさしい安全・安心・快適な都市基盤整備を進めます
 災害に強く、安全に暮らせるまちづくりを進めます

※ 新たな時代への対応外

生涯活躍のまちづくりを軸とした中心市街地（まちなか）再構築プロジェクト

１　第５次総合計画基本構想体系

　●基本理念　　愛と誇りと活力に満ちた駒ヶ根市の創造
　●将 来 像    誰もが自由闊達にいきいきと活躍する広場のようなまち

重点プロジェクト　外

少子化対策・子育て支援プロジェクト

共生社会づくりプロジェクト

　行財政改革
　特徴的な事業　外

竜東振興プロジェクト

地域資源を活かした観光地域づくりプロジェクト

カーボンニュートラル推進プロジェクト

ＤＸ戦略事業

基本目標 基本政策
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№
予算額
（千円）

101,992

結婚支援･出会いサポート事業 9,151

結婚新生活支援事業 6,500

屋内キッズスペース整備事業 1,000

出産･子育て応援交付金事業 18,072

赤ちゃん育児ライフ応援事業 9,120

妊婦等支援タクシー券事業 682

拡 地域定着奨学生支援事業 2,400

地域子どもの未来応援事業 3,600

（総務部　企画振興課） 子育て参画促進事業 400

（産業部　商工観光課） 物価高騰対策マイホーム取得支援事業 20,000

（建設部　都市計画課） 公園環境維持 1,300

拡 ファミリーサポートセンター事業 5,241

きっずらんど、まぁるくなあれ♪事業 11,146

子育て支援アプリ 367

いい育児の日関連イベント事業 900

ほほえみ支援事業（不妊治療費助成） 2,500

保育所等おむつ処分支援事業 3,707

（教育委員会　子ども課） 通学カバン贈呈事業 3,890

読書活動推進事業
（ﾌﾞｯｸｽﾀｰﾄ、ｾｶﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ、ｻｰﾄﾞﾌﾞｯｸ）

1,355

いい育児の日関連イベント事業（公民館） 311

（教育委員会 社会教育課） 子育て全力応援事業（アルプスドーム開放） 350

２　主要事業等一覧表

　　【重点プロジェクト】　　　　

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容

1

少子化対策・子育て支援
プロジェクト

　少子化に歯止めがかからない危機的な状況を打開す
るため、地域と連携し、全市挙げての少子化対策に取り
組む。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

181,441

（民生部　福祉課）

（民生部　地域保健課） 重層的支援体制整備事業 176,730

（教育委員会　子ども課）

新 強度行動障がい児者住宅等整備事業 810

（民生部　福祉課） 介護人材確保・育成支援事業（介護特会） 1,920

（民生部　地域保健課） 介護資格取得・就労支援事業（介護特会） 1,859

低所得妊婦初回受診費用補助 20

（教育委員会　子ども課） ヤングケアラー相談システム 102

163,120

新しい人の流れづくり事業
（教育旅行、ワーケーション）

5,800

地域拠点を活用した高齢者の活躍の場づくり事業 2,500

地域おこし協力隊(学びと交流) 11,999

拡 駒ヶ根大使村プロジェクト・駒ヶ根フォーラム 1,000

（総務部　企画振興課） 拡 居住誘導区域定住促進事業 1,076

こまがね健康ステーション（一般会計） 273

（民生部　地域保健課） こまがね健康ステーション（介護特会） 10,593

（産業部　商工観光課） 拡 市街地再生推進事業 3,412

（建設部　都市計画課） 優良建築物等整備事業 75,200

（教育委員会　子ども課） 私立保育所運営・補助事業（J's保育園） 51,267

245,541

6次産業化推進事業補助 1,000

竜東振興拠点施設基本設計 25,000

竜東土地改良基盤整備事業 156,500

拡 スマート農業推進事業 6,000

拡 シルクミュージアム運営事業 46,265

（産業部　農林課） 駒ヶ根ふるさとの家運営事業 10,776

2

共生社会づくりプロジェクト
　少子高齢化、人口減少、核家族化の進展による諸課
題に対し、制度・分野の関係を超えて、豊かに暮らし続
けられる地域共生社会を目指す。

拡

3

生涯活躍のまちを軸とした
中心市街地（まちなか）再構築

プロジェクト

　生涯活躍のまちづくりなどにより、まちなかの魅力を高
め、人が集う中心市街地をつくる。

4

竜東振興プロジェクト
　新宮川岸地区に農業振興を踏まえた新たな交流拠点
を整備し、高原や中心市街地とつながることで市全体の
賑わいや活性化につなげる。

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容
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№
予算額
（千円）

205,740

（総務部　企画振興課） 公共交通サービス（山麓周遊バス） 3,000

観光高付加価値創造事業 1,900

駒ヶ根高原イベント事業 1,000

新 ファームス周辺森林環境整備 300

観光中核拠点施設再整備基本調査 1,000

レンタサイクル貸出業務 500

拡 駒ヶ根高原温泉開発(株)補助金 154,200

観光施設改修（こまくさの湯外） 33,360

新 台中市訪問事業 3,680

新 早太郎温泉開湯30周年記念事業 800

信州山の日イベント補助 500

（産業部　商工観光課） 登山道等整備事業 5,500 （一部R6補正）

211,488

庁舎照明器具LED化事業 24,700

新 電気自動車用充電電源増設 500

（総務部　総務課） 新 電気自動車リース 540

（総務部　中沢支所） 中沢支所照明器具LED化事業 4,650

（総務部　東伊那支所） 東伊那支所照明器具LED化事業 1,276

拡 えがおポイントエコ事業 1,230

ごみ減量資源化対策事業 7,219

（民生部　生活環境課）
新

保健センター太陽光発電設備
導入等事業

47,790

（産業部　農林課） 森林の里親促進事業 483

（建設部　建設課）
市単交通安全施設整備事業

（道路照明LED化）
5,000

（教育委員会　子ども課） 新 子ども交流センターLED化改修 5,600

新 農村交流広場照明器具LED化事業 70,500

（教育委員会 社会教育課） 新 馬住ヶ原運動場照明器具LED化事業 42,000

5

地域資源を活かした
観光地域づくりプロジェクト

　地域資源のブラッシュアップや情報通信技術の活用
により、人々を引き付ける魅力的な観光地域づくりに取
り組む。

6

カーボンニュートラル推進
プロジェクト

　温室効果ガスの排出により地球温暖化が進行し、世
界各地で自然災害等が発生している。カーボンニュート
ラルな社会実現に向け、様々な施策に取り組む。

プロジェクト名　（担当部署） 事業内容
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№
予算額
（千円）

493,243

拡
上伊那広域連合負担金

（情報システム標準化・共通化）
206,647

新 市庁舎窓口改革 81,000

新 アナログ規制の点検・見直し 2,750

拡 公共施設予約システム連携スマートロック導入 1,232

新 デジタル通知 2,310

拡 市役所業務における生成AIの活用 2,005

新 衛星インターネット設備の導入 1,069

新 舗装点検支援 2,046

新 橋梁点検支援 440

新 農地利用状況調査効率化 924

（総務部　企画振興課） ＤＸ推進リーダー職員育成研修 5,000

（総務部　危機管理課） 　防災行政無線システム改修 165,050

（民生部　福祉課） 新 生活保護システム標準化 22,770

125,841

（総務部　企画振興課） 中小企業DX推進支援 2,000

（産業部　農林課） 拡 スマート農業推進事業 6,000 （再掲）

テレワーク推進事業 4,570

（産業部　商工観光課） 移住マッチングサービス事業 1,056

拡 学校ICT化推進事業 111,746

ヤングケアラー相談システム 102 （再掲）

（教育委員会　子ども課） 子育て応援アプリ　こまっぷby母子モ 367

8

地域ＤＸ
　地域課題解決や暮らしやすい地域を構築するため、
市民や事業者と協力してデジタル技術によるサービスを
創出する。

　　【ＤＸ戦略事業】　　　　

事業名　　（担当部署） 事業内容

7

行政ＤＸ
　デジタル技術による行政手続きをはじめとする市民
サービスの向上、市の内部業務の高度化・効率化を図
る。

主要事業から一部を抜粋し掲載主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

4,535

【1-1-1】

ほほえみ支援事業（不妊治療費助成） 2,500 （再掲）

拡 産後ケア事業 1,085

新生児聴覚検査 900

（教育委員会　子ども課） 多児妊婦健診追加補助 50

42,867

【1-1-1】

（教育委員会　子ども課） 児童発達支援施設つくし園の運営 42,867

616,080

【1-1-1】

（民生部　市民課） 拡 児童手当扶助費 616,080

19,657

【1-1-2】

家庭児童相談員 7,405

新 地域おこし協力隊（家庭児童相談員） 5,500

公認心理士 6,650

（教育委員会　子ども課） ヤングケアラー相談システム 102 （再掲）

3,268

【1-1-2】

（教育委員会　子ども課） 人件費（アドバイザー外） 3,268

43,737

【1-1-2】

子ども交流センター４館、子どもクラブ２館運営 38,137

（教育委員会　子ども課） 新 子ども交流センターLED化改修 5,600 （再掲）

24,428

【1-1-3】

（教育委員会　子ども課） 病児・病後児保育（駒ヶ根・他市町村） 24,428

　　【基本目標１】　ひとづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

14

　子ども交流センターの運営
　放課後児童の安全な居場所、健全な遊びの場を提供
する。

12

　子ども・子育てに関する
　相談事業

　子育て家庭の持つ不安や問題の解消を目指し、関係
機関と連携した相談業務を行う。

13

　幼児教育アドバイザー
　幼保小連携の取組を推進するための幼児教育アドバ
イザーを配置する。

　児童手当支給
　子どもの健やかな育ちを支援するため、児童手当を支
給する。

9

　母子保健事業
　（不妊治療費助成外）

　妊娠期から子育て期までの健診、相談、訪問、指導事
業を行い、安心して子どもを産み育てることができるよう
に切れめない支援を行う。

10

　児童発達支援事業
　障がいや発達特性がある幼児や児童に対して療育訓
練により、日常生活の自立及び集団生活適応力、社会
力をつける。

11

15

　病児・病後児保育事業
　病気治療中または回復期にある子どもを一時的に預
かる病児・病後児保育を実施する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

393,483

【1-1-3】

保育所運営事業（８園） 362,881

幼稚園運営事業（２園） 30,602

※保育補助員

（教育委員会　子ども課） 新 ※保育士人材派遣業務委託

187,797

【1-1-5】

地元農産物配送業務委託 528

（教育委員会　子ども課） 駒ヶ根市給食財団補助金・負担金 187,269

111,746

【1-1-5】

新 小学校ネットワーク環境改善事業 17,093

新 中学校ネットワーク環境改善事業 6,867

新 中学校タブレット端末賃借料 2,622

（教育委員会　子ども課） その他保守等事業委託外 85,164

9,500

【1-1-5】

新 東伊那小屋根状況調査 1,000

新 保健室空調設備更新 3,000

新 赤穂中グラウンド防球ネット設置 3,000

新 東中体育館放送設備改修 1,500

（教育委員会　子ども課） 新 赤穂・赤穂東小トイレ改修実施設計 1,000

27,029

【1-1-5】

英語指導助手（ＡＬＴ４名） 16,632

（教育委員会　子ども課） 専科教員（中学校） 10,397

6,855

【1-1-5】

（教育委員会　子ども課） 看護師（小学校） 6,855

（再掲）

20

　教科指導の強化
　学力向上や健やかな学校生活に向け、各種学習支援
に必要な職員を配置する。

17

　学校給食センター管理
　各学校への学校給食の提供のため、物資の調達、施
設管理、献立作成、衛生管理等を行う。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

16

　公立保育園・幼稚園の運営
　公立保育園・幼稚園の運営を通じて、子どもたちの健
やかな育ちを支援する。

21

　病弱・身体虚弱児等の支援
　病弱・身体虚弱児等の学校生活を支援するための職
員を配置する。

19

　学校施設改修・設備更新 　学校の老朽化した施設改修及び設備の更新を行う。

18

　学校ＩＣＴ化推進事業
　ＧＩＧＡスクール構想に基づき、学校ＩＣＴ環境の整備を
計画的に進め、効果的な運用を図る。
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№
予算額
（千円）

10,294

【1-1-6】

学校支援ボランティア 1,021

特色ある学校づくり補助 2,850

拡 中学生海外派遣国際交流事業 4,952

（教育委員会　子ども課） 部活動指導員 1,471

8,500

【1-2-2】

新 県宝小町谷家住宅補助 3,000

新 民俗資料館改修 2,000

新 旧竹村家住宅保存修理工事基本設計 3,500

1,150

【1-2-2】

枯損木及び支障木処理等委託 1,000

新 森のコンサート外 150

367,758

【1-2-3】

新 総合文化センター空調設備改修 365,858

新 内壁タイル改修 1,900

8,000

【1-2-4】

駒ヶ根市負担金 8,000

4,940

【1-2-4】

新 国スポ大会実行委員会負担金 4,610

拡 実業団観戦ツアー 330

42,000

【1-2-4】

新 馬住ヶ原運動場照明器具LED化事業 42,000 （再掲）

24

　十二天の森管理運営事業
　市街地域に残る平地林である十二天の森を市民の森
として整備し活用と保存を行う。

（教育委員会　社会教育課）

25

　総合文化センター改修事業
　文化センター施設の長寿命化に向けた大規模改修を
行う。

（教育委員会　社会教育課）

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

22

　学校支援ボランティア等
　地域との連携により、地域力を活用して子どもたちの
学力向上や国際理解教育の推進、部活動の支援を図
る。

23

　文化財保存事業 　市文化財の保存、活用及び整備を行う。

（教育委員会　社会教育課）

26

　信州駒ヶ根ハーフマラソン
　大会

　第１２回大会を実施する。

（教育委員会　社会教育課）

27

　国民スポーツ大会
　運営事業

　国スポ大会のホッケー競技開催に向け、競技の普及
やスポーツの振興を図る。

（教育委員会　社会教育課）

28

　国民スポーツ大会
　施設整備事業

　国スポ大会の会場となる馬住ヶ原運動場の改修を行
う。

（教育委員会　社会教育課）
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№
予算額
（千円）

14,877

【1-3-1】

新 市民活動支援センター運営 13,677

（総務部　企画振興課） 協働のまちづくり支援補助 1,200

1,288

【1-3-2】

（総務部　総務課） 講師報償外 1,288

400

【1-4-1】

（総務部　総務課） 新 犯罪被害者等支援金外 400

9,642

【1-4-3】

日本語教室支援 190

外国人インフォメーション 575

新 ネパールとの市民代表団交流事業 3,422

（総務部　企画振興課） 拡 万博交流プログラム事業 503

（教育委員会　子ども課） 拡 中学生海外派遣国際交流事業 4,952 （再掲）

№
予算額
（千円）

58,933

【2-1-1】

健診等委託料 58,933

（民生部　地域保健課） 拡 ※歯科健診対象年齢の拡大

219,100

【2-2-1】

子ども医療費 128,500

心身障がい者医療費 43,000

高齢心身障がい者医療費 32,500

（民生部　市民課） 母子父子医療費 15,100

32

　国際交流・多文化共生事業
　国籍を超え誰もが活躍できるまちの実現に向け、国際
理解や国際交流を推進する。

31

　犯罪被害者等支援事業
　犯罪被害者等を支援するとともに、制度の周知を図る
ための催しを実施する。

29

　協働のまちづくり支援事業
　市民活動支援センターなどを通じて、市民参加と協働
のまちづくりを推進する。

　　【基本目標２】　健康づくり・支え合いの地域づくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

33

　健康診査事業
　病気の早期発見・早期治療の推進、重症化を予防す
るため、各種健診を実施する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

30

　自治組織の在り方検討
　自治組織の抱える課題を自治組織とともに研究し、課
題解決に向けた提言を行う。

34

　福祉医療制度
　子育て世帯や障がい者等の医療費による経済負担を
軽減するため、医療費を給付する。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

1,226,584

【2-2-1】

介護保険特別会計繰出金 530,921

国民健康保険特別会計繰出金 193,237

（民生部） 後期高齢者医療特別会計繰出金・関連事業 502,426

1,419

【2-1-1】

（民生部　地域保健課） 心理士、精神科医師報償外 1,419

551,407

【2-2-2】

（総務部　財政課） 昭和伊南総合病院負担金 551,407

53,263

【2-3-1】

（民生部　福祉課） 拡 重層的支援体制整備事業（多機関協働事業外） 22,285 （一部再掲）

拡 生活支援体制整備事業 23,677

（民生部　地域保健課） 拡 認知症総合支援推進事業 7,301

1,034,000

【2-3-2】

（民生部　福祉課） 介護・訓練給付費 1,034,000

25,129

【2-3-2】

日常生活用具給付 7,000

移動支援（外出支援） 15,000

訪問入浴サービス給付 2,279

（民生部　福祉課） タイムケア・地域生活支援事業 850

206,513

【2-3-3】

生活保護費 200,000

就労準備支援事業 4,778

（民生部　福祉課） こどもの生活学習支援事業 1,735

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

38

　包括的支援体制の整備
　複雑化した課題に対し、地域とともに分野を超え、当
事者中心の支援体制を整備する。

37

　地域医療体制の充実
　地域医療の要である昭和伊南総合病院の経営を支援
する。

36

　精神保健・自殺対策事業
　様々な悩みに気づき、寄り添うため、相談体制を強化
し、庁内及び関係機関との連携を図る。

35

　安心して受けられる医療・
　介護の確保

　いつでも安心して受けられる医療保険制度を確保す
るとともに、介護が必要になっても地域で安心して暮ら
せるように、保険制度を充実させる。

40

　障がい者の地域生活支援
　（地域生活支援事業）

　創意工夫により地域の実情に即して障がい者の日常
の地域生活サービスを行う。

41

　生活困窮者の支援
　生活困窮者の最低限度の生活を保障するとともに、自
立に向けた支援をする。

39

　障がい者福祉サービス事業
　障害者総合支援法に基づく福祉サービスを利用した
費用から利用者負担を控除した額を給付費として事業
所へ支給する。

26



№
予算額
（千円）

88,700

【2-3-3】

児童扶養手当 85,000

（民生部　福祉課） 高等職業訓練促進事業 3,700

№
予算額
（千円）

5,500

【3-1-1】

空木岳登山道改修 5,000

（R6⇒R7繰越、国補正）

（産業部　商工観光課） 登山道等整備事業 500

33,360

【3-1-1】

こまくさの湯浴室換気扇・配管改修 22,360

キャンプセンター修繕 6,000

（産業部　商工観光課） 味わい工房雨漏り・漏水等対策 5,000

10,400

【3-1-2】

観光高付加価値創造事業 1,900 （再掲）

駒ヶ根高原イベント事業 1,000 （再掲）

（産業部　商工観光課） 地域おこし協力隊（山岳活動） 7,500

42,197

【3-2-1】

地域おこし協力隊（空き家対応） 4,969

移住マッチングサービス事業 1,056 （再掲）

こまがねリアル体験住宅事業 1,172

物価高騰対策・マイホーム取得支援事業 20,000 （再掲）

空き家バンク成約奨励金 1,500

空き家バンク改修補助金 5,000

空き家バンク片付け補助金 1,500

（産業部　商工観光課） ＵＩＪターン就業・創業移住支援事業 7,000

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

43

　中央アルプス保全活用事業
　（登山道整備等）

　安心安全で魅力ある山岳観光地を形成するため、保
全と活用を図りながら、地域振興につなげる。

42

　ひとり親家庭等の生活支援
　ひとり親家庭の生活安定のための支援、自立促進を
図り、児童の健全な成長を図る。

　　【基本目標３】　ひとの流れづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

44

　観光施設改修
　（高原観光地整備事業）

　駒ヶ根高原の観光施設の改修を行う。

45

　観光振興事業
　地域の価値を高める観光地域づくりを推進し、誘客効
果を高める事業を展開する。

46

　移住交流促進事業
　ＵＩＪターン事業を推進し、地域活性化を図るため、情
報発信等による定住促進に取り組む。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

7,400

【3-2-2】

高校と連携した人材育成事業 1,900

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊（域学連携） 5,500

806,350

【3-2-2】

新しい人の流れづくり事業
（教育旅行、ワーケーション）

5,800 （再掲）

新 JICA協力隊第2のふるさと創生事業 550

（総務部　企画振興課） ふるさと寄附（積立金、返礼品業務外） 800,000

№
予算額
（千円）

71,470

【4-1-1】

（産業部　農林課） 中山間地域等直接支払事業 71,470

95,746

【4-1-1】

（産業部　農林課） 多面的機能支払交付金 95,746

36,582

【4-1-2】

担い手育成推進事業 33,432

農業収入保険加入促進補助金 2,150

（産業部　農林課） 6次産業化推進事業補助 1,000 （再掲）

46,565

【4-1-2】

シルクミュージアム管理運営事業 43,191 （再掲）

地域おこし協力隊 （5,250）

新 カイコの動態展示に向けた設計 3,000

（産業部　農林課） バイオ医薬品への活用事業 374

51

　魅力ある地域農業の創出
　担い手や後継者の育成確保、農家所得の向上と安定
のための取り組みを行う。

52

　シルクミュージアム管理運営
　（カイコプロジェクト）

　郷土の養蚕と製糸の歴史を学ぶ施設の管理運営とと
もに、カイコの新たな価値の創造を行う。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

49

 農村地域の活性化
　中山間地域の振興と地域ぐるみの農村環境保全に取
り組み、農業と共生できる地域社会を構築する。

50

　農地事業
　地域の共同活動を支援することで、農業や農村の有
する多面的機能の維持・発揮を図る。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

47

　高校と連携した人材育成
　事業（ウミガメプロジェクト）

　地元の高校と連携、探究的な学びを通して若者が地
域に関心を持ち、ふるさと回帰の動機付けを図る。

　　【基本目標４】　しごと・ものづくり

48

　駒ヶ根のファンづくり
　（関係人口創出）

　駒ヶ根に関心を持つ人たちとの繋がりを築く仕組みを
つくり、関係人口の増加につなげる。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

6,000

【4-1-3】

（産業部　農林課） 拡 スマート農業推進事業 6,000 （再掲）

30,614

【4-1-4】

森林環境譲与税活用事業
（市有林明確化、林道補修、松くい対策、

十二天の森管理運営　外）
30,614

640

【4-1-4】

（産業部　農林課） 新 森林整備地域活動支援事業 640

20,680

【4-2-2】

生涯活躍のまち推進事業 8,681 （一部再掲）

（総務部　企画振興課） 拡 地域おこし協力隊(学びと交流) 11,999 （再掲）

4,200

【4-2-2】

KOMA夏・商工まつり 3,100

（産業部　商工観光課） 商店街賑わい創出事業 1,100

78,612

【4-2-2】

中心市街地再生推進業務外 1,500 （再掲）

エリアプラットフォーム 1,258 （再掲）

（産業部　商工観光課） 中心市街地再生支援事業外 654 （再掲）

（建設部　都市計画課） 優良建築物等整備事業 75,200 （再掲）

47,778

【4-2-3】

（産業部　商工観光課） 特定地域工場等設置補助 47,778

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

53

　スマート農業の推進
　省力化・効率化による経営規模の拡大、高品質な農
産物生産、誰もが取り組みやすい農業の実現を図る。

54

　森林環境譲与税を活用した
　森林整備等

　森林の持つ多面的機能を持続的に発揮できるように
するため、森林環境譲与税と森林環境譲与税基金を有
効活用し、計画的な森林整備を進める。

56

　生涯活躍のまち推進事業
　誰もが役割と居場所を持ち、多世代交流のコミュニ
ティを構築する取り組み推進する。

55

　森林整備地域活動支援事業
　効率的な林業生産活動を進めていくため、林業事業
体が行う森林経営計画策定等を支援する。

　　　　　　（産業部　農林課）
（教育委員会　社会教育課）

59

　企業誘致推進事業
　企業誘致を推進し、雇用の創出や地域経済の活性化
を図る。

57

　まちなか賑わいイベント
　中心市街地の賑わいと活気を取り戻すためのイベント
に対して経費の一部を補助する。

58

　市街地再生推進事業
　中心市街地の再生に向けた取り組みやまちなかの将
来像の検討を地元や関係機関と進める。

29



№
予算額
（千円）

20,123

　【4-2-4】

新たな成長戦略支援事業 5,990

中小企業人材育成事業 1,000

専門家派遣事業 90

中小企業人材確保事業 5,043

（産業部　商工観光課） 地域の稼ぐ力強化・発信事業 8,000

№
予算額
（千円）

49,020

　【5-1-1】

拡 えがおポイントエコ事業 1,230 （再掲）

（民生部　生活環境課）
新

保健センター太陽光発電設備
導入等事業

47,790 （再掲）

8,673

【5-1-2】

ごみ減量資源化対策事業
（生ごみ処理機補助、不要食器資源化外）

7,219 （再掲）

（民生部　生活環境課） 大田切リサイクルステーション施設管理 1,454

50,792

【5-2-1】

長野県住宅供給公社への管理代行 21,542

（建設部　都市計画課）

市営住宅長寿命化事業
(公営住宅老朽化対策工事含）

29,250

66,300

【5-2-1】

公園施設長寿命化対策支援（南割公園外） 39,000

（R6⇒R7繰越、国補正）

公園施設長寿命化対策支援（飯坂東・飯坂公園外） 13,000

新 駒ヶ池転落防止柵設置 13,000

（建設部　都市計画課） 子育て全力応援（公園トイレ清掃外） 1,300 （再掲）

事業内容事業名　　（担当部署）【5次総施策】

60

　新たな成長戦略、人材確保等
　重点支援

　中小企業の販路拡大や人材育成・確保を支援する。

62

　ごみの減量と資源化推進
　廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化により、ごみを
出さない取り組みを進める。

63

　市営住宅の管理
　（住宅管理事業）

　市民の住宅環境を確保するため、市営住宅の修繕等
の維持管理を行う。

　　【基本目標５】　安心・快適なまちづくり

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

61

　温暖化防止事業
　地球温暖化防止、自然にやさしいまちづくり、再生可
能エネルギーの推進を図る。

64

　公園の管理と活用
　（公園管理事業）

　公園施設の維持・活用と計画的な施設改修を行う。

主要事業から一部を抜粋し掲載
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№
予算額
（千円）

24,969

【5-2-1】

地域おこし協力隊（空き家対応） 4,969 （再掲）

空き家バンク成約奨励金 1,500 （再掲）

空き家バンク改修補助金 5,000 （再掲）

（産業部　商工観光課） 空き家バンク片付け補助金 1,500 （再掲）

（建設部　都市計画課） 新 空家等対策計画（第3期）策定 12,000

1,180,818

【5-2-2】

道路・橋梁関連事業費 467,870

（R6⇒R7繰越、国補正外）

道路改良事業 75,500

道路維持事業 71,698

道路舗装事業 266,000

交通安全施設整備事業 103,250

（建設部　建設課） 橋梁長寿命化修繕事業 196,500

371,800

【5-2-3】

道路事業 203,000 （再掲）

（R6⇒R7繰越、国補正）

（建設部　建設課） 道路事業 76,500 （再掲）

（建設部　都市計画課） 都市計画道路中割経塚線物件調査外 92,300

53,300

【5-2-4】

地域公共交通協議会負担金等 52,800

こまタク運行システム （31,350）

山麓周遊バス実証事業 （3,000） （再掲）

拡 公共ライドシェア実証実験 （15,000）

新 地域公共交通計画策定 （2,000）

地域公共交通形成計画推進事業 （1,000）

（総務部　企画振興課） 新 ドライバー人材確保支援 500

66

　生活に密着した道路整備の推
進

　快適で安全な生活環境をつくるため、身近な道路や
橋梁などを計画的に整備する。

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

67

　幹線道路網の整備
　道路ネットワークを形成するため、幹線道路網の整備
を計画的に推進する。

68

　公共交通サービス
　交通弱者の移動手段を確保するため、デマンド型乗
合タクシーを運行する。また、交通空白を埋めるため、
公共ライドシェアなどの実証実験を行う。

65

　空家等対策事業
　空き家の活用を図るとともに、適切な管理が行われて
いない空家等対策を推進する。

31



№
予算額
（千円）

505,963

【5-2-5】

水道事業会計繰出金 3,636

公共下水道事業会計繰出金 254,838

（建設部　上下水道課） 農業集落排水事業会計繰出金 247,489

640

【5-2-6】

景観保存樹木　解説看板の取替え 240

（建設部　都市計画課） まちづくり推進団体育成支援 400

1,500

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 拡 自主防災備蓄資機材整備事業 1,500

19,010

【5-3-1】

拡 住宅精密診断 1,760

（建設部　都市計画課） 拡 住宅耐震補強補助 17,250

165,050

【5-3-1】

（総務部　危機管理課） 　防災行政無線システム改修 165,050 （再掲）

49,107

【5-3-1】

（総務部　企画振興課） 新 衛星インターネット設備の導入 1,069 （再掲）

新 庁舎自家発電機用燃料タンク増設 31,300

（総務部　危機管理課） 新 県衛星系防災行政無線更新負担金 16,738

5,000

【5-3-1】

（産業部　農林課） 雨水排水対策調査 5,000

事業名　　（担当部署）【5次総施策】 事業内容

71

　自主防災備蓄資機材
　整備事業

　災害などに備え自主防災会が備蓄する資機材の整備
に対し補助を行う。

69

　快適な生活環境づくり
　安全で安定した水道水を供給するとともに、快適な生
活環境を保てるよう下水道を整備するため、公営企業
会計に繰り出しを行い、経営の安定を図る。

70

　景観まちづくり推進事業
　景観に配慮した街並みを作るため、まちづくり推進団
体の育成等を行う。

　頻発する豪雨等を踏まえ、市内雨水排水対策の調査
を進める。

73

　防災行政無線システム改修
　事業

　防災行政無線システムの安定した運用を継続するた
め、機器の更新や子局の改修等を行う。

72

　住宅耐震等推進事業
　住宅の耐震を促進するため、耐震診断・耐震補強に
対する補助を行う。

74

　災害対応に向けた市庁舎の
　機能強化

　災害時に備え、市庁舎の機能強化を図る。

75

　農村災害対策整備事業

32



№
予算額
（千円）

19,600

【5-3-1】

用悪水路事業 1,500

（建設部　建設課） 河川改良事業 18,100

73,000

【5-3-2】

新 消防団コミュニティ施設更新（1-2詰所） 42,000

（総務部　危機管理課） 新 消防車両更新（1-2） 31,000

77

　消防施設管理事業
　消火栓、消防自動車等消防設備の整備、維持管理を
行う。

76

　河川・水路の整備 　水路、河川の整備や維持管理を進める。

事業名 事業内容
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№
予算額
（千円）

1,500

（総務部　総務課） 新 備品購入費 1,500

8,060

（総務部　総務課） 新 ラッピングバスの運行 1,760

「それ 駒ヶ根でできます！」プロモーション事業 100

域学連携事業 200

調査研究事業 500

（総務部　企画振興課） 地域おこし協力隊（域学連携） 5,500 （再掲）

22,411

新 新園舎設計 17,500

（教育委員会　子ども課） 新 赤穂南幼稚園解体工事実施設計 4,911

300

（産業部　農林課） 新 啓発教材の作成 300

204

（民生部　生活環境課） 新 検討委員報酬外 204

300

（民生部　生活環境課） 新 補助金 300

800

（産業部　商工観光課） 新 補助金 800 （再掲）

80

　新保育園建設事業
　市保育・幼児教育ビジョン等に基づき、保育所の適正
配置を進める。

81

　糸平プロジェクト
　市出身の“天下の糸平”にスポットを当て、先人の偉業
に触れるとともに、郷土愛をはぐくむ契機とする。

83

　猫の不妊去勢手術補助 　地域猫の不妊去勢手術費の一部を補助する。

84

　早太郎温泉開湯30周年
　記念事業

　早太郎温泉事業協同組合が行う早太郎温泉開湯30
周年の記念事業を支援する。

82

　合葬式墓地の整備 　合葬式墓地の整備について検討を進める。

78

　駒ヶ根フューチャーズプラン
　市職員の提案コンペにより選ばれた企画から、市庁舎
の旧食堂の機能変更を事業化する。

79

　新駒ヶ根創造事業
　シン”KOMAGANE”PJ

　「新たな市民」の定義にかかる調査や市のプロモー
ション方法等を研究し、試行する。

　　【新たな時代への対応・その他施策】

事業名 事業内容

主要事業から一部を抜粋し掲載
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【一般会計】 （単位　千円、％）

1
2
3
4
5
6
7
9
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
12
13
14

【特別会計・企業会計】 （単位　千円、％）

※

※

※

【全会計】 （単位　千円、％）

合計 28,270,851 26,917,494 1,353,357 5.0

全会計 ７年度 ６年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

合計 10,430,851 10,617,494 △ 186,643 △ 1.8
※公営企業会計は収益的支出と資本的支出の合計額

公共下水道事業会計 1,503,650 1,577,678 △ 74,028 △ 4.7
農業集落排水事業会計 966,877 968,240 △ 1,363 △ 0.1

駒ヶ根高原別荘地特別会計 18,814 21,490 △ 2,676 △ 12.5
水道事業会計 1,135,357 1,280,002 △ 144,645 △ 11.3

後期高齢者医療特別会計 546,046 538,257 7,789 1.4

介護保険特別会計 3,508,893 3,385,134 123,759 3.7
国民健康保険特別会計 2,673,902 2,740,565 △ 66,663 △ 2.4

用地取得事業特別会計 76,196 106,023 △ 29,827 △ 28.1
中沢財産区会計 1,116 105 1,011 962.9

会計名 ７年度 ６年度当初
前年度当初比較

増減額 増減率

0.0
歳出合計 17,840,000 100.0 16,300,000 100.0 1,540,000 9.4

予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0

3.1
諸支出金 5,000 0.0 5,000 0.1 0 0.0
公債費 1,686,136 9.5 1,636,136 10.0 50,000

19.2
教育費 2,193,086 12.3 2,274,396 14.0 △ 81,310 △ 3.6
消防費 768,270 4.3 644,511 4.0 123,759

21.2
土木費 1,557,434 8.7 1,462,915 9.0 94,519 6.5
商工費 879,668 4.9 725,877 4.5 153,791

△ 12.7
農林水産業費 1,039,754 5.8 999,682 6.1 40,072 4.0
労働費 15,033 0.1 17,216 0.1 △ 2,183

8.1
衛生費 1,569,900 8.8 1,515,922 9.3 53,978 3.6
民生費 5,106,812 28.6 4,722,137 29.0 384,675

1.5
総務費 2,863,443 16.1 2,142,709 13.1 720,734 33.6
議会費 135,464 0.8 133,499 0.8 1,965

歳出（款） ７年度 ６年度当初
前年度当初比較

構成比 構成比 増減額 増減率

17.4
歳入合計 17,840,000 100.0 16,300,000 100.0 1,540,000 9.4

市債 1,482,200 8.3 1,262,600 7.8 219,600

0.0
諸収入 590,807 3.3 623,485 3.8 △ 32,678 △ 5.2
繰越金 150,000 0.9 150,000 0.9 0

33.1
繰入金 913,069 5.1 749,237 4.6 163,832 21.9
寄附金 803,000 4.5 603,500 3.7 199,500

8.1
財産収入 40,442 0.2 41,680 0.3 △ 1,238 △ 3.0
県支出金 1,040,068 5.8 962,410 5.9 77,658

△ 1.6
国庫支出金 2,320,412 13.0 1,710,735 10.5 609,677 35.6
使用料及び手数料 126,539 0.7 128,621 0.8 △ 2,082

0.0
分担金及び負担金 337,657 1.9 289,444 1.8 48,213 16.7
交通安全対策特別交付金 2,100 0.0 2,100 0.0 0

△ 55.9
地方交付税 3,797,000 21.3 3,720,000 22.8 77,000 2.1
地方特例交付金 38,900 0.2 88,200 0.5 △ 49,300

3.7
環境性能割交付金 16,900 0.1 16,900 0.1 0 0.0
地方消費税交付金 876,364 4.9 845,000 5.2 31,364

0.0
法人事業税交付金 87,100 0.5 86,800 0.5 300 0.3
株式等譲渡所得割交付金 17,600 0.1 17,600 0.1 0

0.0
配当割交付金 20,100 0.1 20,100 0.1 0 0.0
利子割交付金 1,400 0.0 1,400 0.0 0

3.8
地方譲与税 228,033 1.3 212,391 1.3 15,642 7.4
市税 4,950,309 27.8 4,767,797 29.3 182,512

構成比 構成比 増減額 増減率

令和７年度　一般会計・特別会計予算

歳入（款） ７年度 ６年度当初
前年度当初比較
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（単位　千円、％）

増減額 増減率 増減額 増減率

A B=A-F C=B/A D=A-G E=D/A F G

1,817,700 110,900 6.5 155,900 9.4 1,706,800 1,661,800

109,340 △ 67 △ 0.1 △ 309 △ 0.3 109,407 109,649

257,560 45,167 21.3 △ 26,591 △ 9.4 212,393 284,151

法人市民税 366,900 45,100 14.0 △ 26,900 △ 6.8 321,800 393,800

土地 517,106 △ 6,984 △ 1.3 △ 8,154 △ 1.6 524,090 525,260

家屋 1,120,590 23,620 2.2 7,500 0.7 1,096,970 1,113,090

償却資産 614,284 11,364 1.9 2,284 0.4 602,920 612,000

(純固定資産税) 2,251,980 28,000 1.3 1,630 0.1 2,223,980 2,250,350

13,569 402 3.1 402 3.1 13,167 13,167

固定資産税 2,265,549 28,402 1.3 2,032 0.1 2,237,147 2,263,517

149,560 3,710 2.5 1,220 0.8 145,850 148,340

209,000 1,000 0.5 1,000 0.5 208,000 208,000

95,300 1,500 1.6 △ 200 △ 0.2 93,800 95,500

31,500 500 1.6 500 1.6 31,000 31,000

14,800 △ 8,600 △ 36.8 5,800 64.4 23,400 9,000

市税合計 4,950,309 182,512 3.8 139,352 2.9 4,767,797 4,810,957

47,300 2,000 4.4 2,999 6.8 45,300 44,301

152,000 9,400 6.6 12,829 9.2 142,600 139,171

28,733 4,242 17.3 5,389 23.1 24,491 23,344

地方譲与税合計 228,033 15,642 7.4 21,217 10.3 212,391 206,816

1,400 0 0.0 52 3.9 1,400 1,348

20,100 0 0.0 △ 4,801 △ 19.3 20,100 24,901

17,600 0 0.0 △ 6,942 △ 28.3 17,600 24,542

87,100 300 0.3 △ 4,344 △ 4.8 86,800 91,444

413,664 14,064 3.5 6,265 1.5 399,600 407,399

462,700 17,300 3.9 411 0.1 445,400 462,289

876,364 31,364 3.7 6,676 0.8 845,000 869,688

16,900 0 0.0 △ 1,149 △ 6.4 16,900 18,049

38,900 12,700 48.5 △ 130,752 △ 77.1 26,200 169,652

0 0 0.0 0 0.0 0 0

0 △ 62,000 △ 100.0 0 皆減 62,000 0

38,900 △ 49,300 △ 55.9 △ 130,752 △ 77.1 88,200 169,652

2,100 0 0.0 △ 107 △ 4.8 2,100 2,207

税交付金等合計 1,060,464 △ 17,636 △ 1.6 △ 141,367 △ 11.8 1,078,100 1,201,831

3,387,000 97,000 2.9 △ 254,987 △ 7.0 3,290,000 3,641,987

410,000 △ 20,000 △ 4.7 △ 10,000 △ 2.4 430,000 420,000

地方交付税合計 3,797,000 77,000 2.1 △ 264,987 △ 6.5 3,720,000 4,061,987

0 △ 20,700 △ 100.0 △ 20,700 △ 100.0 20,700 20,700

10,035,806 236,818 2.4 △ 266,485 △ 2.6 9,798,988 10,302,291

150,000 0 0.0 △ 373,314 △ 71.3 150,000 523,314

10,185,806 236,818 2.4 △ 639,799 △ 5.9 9,948,988 10,825,605

国有資産等交付金

軽自動車税

令和７年度一般会計当初予算　主要一般財源集計

令和７年度

当初予算額

令和６年度前年度比較

当初予算比較 決算見込比較 当初

予算額
決算見込

市たばこ税

都市計画税

入湯税

滞納繰越分（全税目）

譲

与

税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

市

税

現

年

度

課

税

分

個人市民税

法

人

均等割

法人税割

固

定

純

固

定

交通安全対策特別交付金

税

交

付

金

等

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

消

費

従来分（1.0%相当分）

引上分（1.2%相当分）

地方消費税交付金

環境性能割交付金

特

例

個人住民税減収分

自動車税等減収分

地方税減収補填分

地方特例交付金

主要一般財源　合計

交

付

税

普通交付税

特別交付税

臨時財政対策債

小計（地方財政計画見合い）

繰越金
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（単位：千円、％）

構成比 構成比 増減額 増減率

市税 4,950,309 27.8 4,767,797 29.3 182,512 3.8
<現年度課税分>個人 ＋110,900（1,817,700）、法人 ＋45,100（366,900）、固定 ＋28,000（2,251,980）
軽自 ＋3,710（149,560）、たばこ ＋1,000（209,000）、都計 ＋1,500（95,300）

地方譲与税 228,033 1.3 212,391 1.3 15,642 7.4 地方揮発油 ＋2,000（47,300）、自動車重量 ＋9,400（152,000）、森林環境 ＋4,242（28,733）

交付金 1,060,464 5.7 1,078,100 6.6 △ 17,636 △ 1.6
株式等譲渡所得割交付金 ±0（17,600）、地方消費税交付金 ＋31,883（876,883）、法人事業税交付金
＋300（87,100）、環境性能割交付金 ±0（16,900）、地方特例交付金 △49,300（38,900）

地方交付税 3,797,000 21.3 3,720,000 22.8 77,000 2.1 普通交付税 ＋97,000（3,387,000）、特別交付税 △20,000（410,000）

分担金負担金 337,657 1.9 289,444 1.8 48,213 16.7
新宮川岸地区竜東振興土地改良基盤整備事業負担金 ＋56,500（177,500）、児童発達支援費負担金 ＋
2,138（28,561）、訓練等給付費負担金 ＋1,269（19,404）、保育所運営費負担金（公立分） △12,577
（38,191）、保育所運営費負担金（私立分） △2,165（11,169）

使用料手数料 126,539 0.7 128,621 0.8 △ 2,082 △ 1.6
子ども交流センター使用料 ＋360（4,160）、道路占用料 ＋100（15,300）、公営住宅使用料現年度分 △
951（40,713）、教職員住宅使用料 △404（1,012）

国庫支出金 2,320,412 13.0 1,710,735 10.5 609,677 35.6

デジタル基盤改革支援補助金 ＋190,557（230,517）、児童手当国庫負担金 ＋178,584（500,013）、橋梁
修繕国庫補助金 ＋82,665（106,150）、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 ＋59,834
（70,481）、障害者介護給付費国庫負担金 ＋50,000（517,000）、交通安全対策国庫補助金 △88,000
（30,250）、防災・安全交付金（道路事業） △27,250（53,250）、防災・安全交付金（都市公園・緑地等事業）
△2,250（6,250）、生活困窮者自立支援事業国庫補助金 △5,693（6,060）

県支出金 1,040,068 5.8 962,410 5.9 77,658 8.1

障害者介護給付費県負担金 ＋25,000（258,500）、参議院議員選挙費委託金 ＋21,755（皆増）、国勢調
査費委託金 ＋15,913（16,183）、子どものための教育・保育給付費県負担金 ＋13,926（75,444）、国土調
査事業補助金 ＋13,425（14,100）、児童手当県負担金 △12,855（58,033）、第82回国民スポーツ大会市
町村競技施設整備費補助金 △11,488（皆減）

財産収入 40,442 0.2 41,680 0.3 △ 1,238 △ 3.0 財政調整基金利子 ＋3,073（3,412）、市有地売払収入 △9,028（12,000）

寄附金 803,000 4.5 603,500 3.7 199,500 33.1 ふるさと寄附金 ＋200,000（800,000）、企業版ふるさと寄附金 ±0（2,000）

繰入金 913,069 5.1 749,237 4.6 163,832 21.9
温泉開発基金繰入金 ＋150,000（皆増）、減債基金繰入金 ＋70,000（皆増）、ふるさとづくり基金繰入金
△69,660（641,150）

繰越金 150,000 0.9 150,000 0.9 0 0.0

諸収入 590,807 3.3 623,485 3.8 △ 32,678 △ 5.2
農地中間管理事業受託事業収入 ＋813（2,013）、中小企業振興資金貸付預託金元金収入 △50,000
（200,000）、スポーツ振興くじ助成金 △22,926（25,120）

市債 1,482,200 8.3 1,262,600 7.7 219,600 17.4
消防債 +161,300（293,700)、総務債 ＋84,000（147,500）、土木債 ＋59,300(488,300）、教育債 △96,500
（445,500）、農林水産業債 △44,000（29,500）、臨財債 △20,700(皆減）

合計 17,840,000 100.0 16,300,000 100.0 1,540,000 9.4

令和７年度　一般会計当初予算　歳入増減内訳（款別）

歳入（款） 令和７年度 令和６年度
当初比較 主な増減内訳

増減額（令和７年度当初予算額）
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（単位：千円、％）

構成比 構成比 増減額 増減率

議会費 135,464 0.8 133,499 0.8 1,965 1.5 議員期末手当 ＋673（23,574）、議会報印刷外 ＋204（2,572）、議員共済会負担金 △1,339（15,206）

総務費 2,863,443 16.1 2,142,709 13.1 720,734 33.6

上伊那広域連合負担金 ＋221,121（314,050）、ふるさとづくり基金積立 ＋145,000（445,000）、旧ﾓﾙｹﾞﾝ
ﾛｰﾄ解体 ＋125,000（皆増）、ＤＸ推進外 ＋88,728（97,842）、ふるさと寄附取扱業務 ＋80,128（312,032）、
所得税・住民税定額減税調整給付金 ＋45,500（皆増）、不動産鑑定評価外 ＋22,126（34,284）、地域公
共交通協議会 ＋16,000（52,800）、職員等退職手当 △92,240（24,323）、中沢支所施設改修 △10,535
（5,600）、財務・人事ｼｽﾃﾑ更新 △9,074（皆減）、庁舎改修 △6,967（30,700）

民生費 5,106,812 28.6 4,722,137 29.0 384,675 8.1

児童手当 ＋152,875（616,080）、介護・訓練給付費 ＋100,000（1,034,000）、生活保護ｼｽﾃﾑ標準化対応
＋22,770（皆増）、新保育所設計 ＋21,411（22,411）、私立保育所運営費 ＋17,011（255,914）、後期高齢
者医療療養給付費 ＋13,966（382,237）、生活扶助外 ＋9,748（149,665）、社協補助金 △17,207
（15,370）、児童扶養手当 △7,000（85,000）、国民健康保険特別会計繰出金 △4,303（193,237）

衛生費 1,569,900 8.8 1,515,922 9.3 53,978 3.6
公共施設再生可能エネルギー設備等導入 ＋47,790（皆増）、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ委託 ＋40,880（皆
増）、可燃ごみ等収集運搬 ＋17,602（132,106）、個別予防接種委託料 △27,133（47,151）、上伊那広域
連合ごみ処理施設管理運営 △25,699（70,968）、昭和伊南総合病院負担金 △24,718（551,407）

労働費 15,033 0.1 17,216 0.1 △ 2,183 △ 12.7 勤労者互助会補助金 △94（4,445）

農林水産業費 1,039,754 5.8 999,682 6.1 40,072 4.0
竜東振興土地改良基盤整備 ＋40,000（150,000）、竜東振興拠点施設整備 ＋18,250（25,000）、森林環
境譲与税基金積立金 ＋15,235（皆増）、市場解体設計業務 ＋5,000（皆増）、緊急浚渫推進事業 △
40,000（皆減）、農業集落排水事業会計繰出金 △5,924（247,489）

商工費 879,668 4.9 725,877 4.5 153,791 21.2
駒ヶ根高原温泉開発補助 ＋134,000（154,200）、特定地域工場設置補助 ＋28,728（47,778）、観光施設
改修 ＋22,210（33,360）、温泉開発基金積立金 ＋17,700（23,500）、駅前駐車場整備 ＋13,500
（14,000）、中小企業振興資金預託金 △50,000（200,000）、ﾏｲﾎｰﾑ取得支援補助 △10,000（20,000）

土木費 1,557,434 8.7 1,462,915 9.0 94,519 6.5

高速道路跨道橋撤去事業 ＋162,000（169,000）、都市計画道路 ＋52,300（72,300）、道路防災事業 ＋
40,500（132,000）、社資通学路交安事業 ＋15,547（21,500）、空家等対策計画策定 ＋12,000（12,400）、
新病院関連河川改良 ＋12,000（皆増）、優良建築物等整備事業 ＋9,200（75,200）、大規模盛土変動予
測調査 △16,500（皆減）、公共下水道事業会計繰出金 △13,515（254,838）

消防費 768,270 4.3 644,511 4.0 123,759 19.2
防災行政無線ｼｽﾃﾑ改修 ＋73,000（159,000）、ﾎﾟﾝﾌﾟ車更新 ＋31,000（皆増）、庁舎非常用発電設備 ＋
30,800（皆増）、県防災行政無線設備負担金 ＋16,738（皆増）、防災広場整備 △27,635（皆減）

教育費 2,193,086 12.3 2,274,396 14.0 △ 81,310 △ 3.6

中沢農村交流広場LED改修 ＋70,500（皆増）、馬住ヶ原運動場ＬＥＤ化照明設備 ＋42,000（皆増）、給食
財団補助 ＋22,273（183,308）、学校給食物価高騰対策事業 ＋11,917（22,564）、会計年度任用職員（特
別支援教育支援員外） ＋11,385（53,784）、私立幼稚園運営費 ＋7,876（50,513）、文化センター改修 △
202,371（360,858）、社体整備 △80,500（皆減）、下平ｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ舗装等撤去 △14,500（皆減）

公債費 1,686,136 9.5 1,636,136 10.0 50,000 3.1 市債元金償還 ＋38,794（1,626,045）、市債利子償還 ＋11,201（59,662）

諸支出金 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0 用地取得事業特別会計繰出 ±0（5,000）

予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

合計 17,840,000 100.0 16,300,000 100.0 1,540,000 9.4

令和７年度　一般会計当初予算　歳出増減内訳（目的別）

歳出（款） 令和７年度 令和６年度
当初比較 主な増減内訳

増減額（令和７年度当初予算額）
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（単位　千円、％）

構成比 構成比 増減額 増減率

人件費 2,890,185 16.2 2,884,982 17.7 5,203 0.2
正規職員人件費（給料、手当(退職手当除く)、共済費） ＋47,638（1,820,475）、職員等退職手当 △
92,240（24,323）、報酬（会計年度任用職員、消防団外） ＋34,924（774,202）

扶助費 2,580,992 14.5 2,328,482 14.3 252,510 10.8
児童手当 ＋152,875（616,080）、介護・訓練給付費 ＋100,000（1,034,000）、私立保育所運営費 ＋
17,011（255,914）、生活扶助外 ＋9,748（149,665）、児童扶養手当 △7,000（85,000）、要保護・準要保護
児童援助費 △3,037（15,396）、高等職業訓練促進事業 △1,680（3,700）

公債費 1,686,136 9.5 1,636,136 10.0 50,000 3.1 市債元金償還 ＋38,794（1,626,045）、市債利子償還 ＋11,201（59,662）

7,157,313 40.1 6,849,600 44.4 307,713 4.5

2,888,085 16.2 2,401,084 14.7 487,001 20.3

ＤＸ推進外 ＋88,728（97,842）、ふるさと寄附取扱業務 ＋80,128（312,032）、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ委託
＋40,880（皆増）、ポンプ車両更新 ＋31,000（皆増）、都市計画道路物件調査 ＋25,000（45,000）、生活
保護システム標準化対応 ＋22,770（皆増）、不動産鑑定評価外 ＋22,126（34,284）、個別予防接種委託
料 △27,133（47,151）、大規模盛土変動予測調査 △16,500（皆減）

維持補修費 112,817 0.6 113,208 0.7 △ 391 △ 0.3 林道補修事業 ＋1,000（6,500）、道路維持 △32,989（10,000）

補助費等 3,823,047 21.4 3,253,143 20.0 569,904 17.5

上伊那広域連合負担金 ＋221,121（314,050）、高速道路跨道橋撤去事業 ＋162,000（169,000）、駒ヶ根
高原温泉開発補助 ＋134,000（154,200）、特定地域工場設置 ＋28,728（47,778）、給食財団 ＋22,273
（183,308）、県衛星系防災行政無線設備 ＋16,738（皆増）、緊急浚渫推進事業 △40,000（皆減）、伊南
行政組合負担金（病院事業） △24,718（551,407）、社協補助金 △17,207（15,370）

普通建設事業費 1,851,103 10.4 1,827,287 11.2 23,816 1.3 （※国補正対応分は除く）

補助事業 199,142 1.1 380,472 2.3 △ 181,330 △ 47.7
住宅等耐震補強 ＋7,250（17,250）、松くい虫防除対策事業 ＋3,434（42,848）、市営住宅長寿命化事業
＋2,500（23,700）、交通安全対策補助通学路緊急対策事業 △159,000（60,000）、中央道水路橋耐震事
業 △3,520（皆減）、合併処理浄化槽設置 △414（1,824）

単独事業 1,651,961 9.3 1,446,815 8.9 205,146 14.2
旧モルゲンロート解体 ＋125,000（皆増）、防災行政無線ｼｽﾃﾑ改修 ＋73,000（159,000）、公共施設再生
可能エネルギー設備等導入 ＋46,950（皆増）、馬住ヶ原運動場ＬＥＤ化照明設備 ＋42,000（皆増）、文
化センター改修 △191,542（359,158）、防災広場整備 △27,635（皆減）

積立金 500,438 2.8 312,597 1.9 187,841 60.1
ふるさとづくり基金 ＋145,000（445,000）、温泉開発基金 ＋17,700（23,500）、森林環境譲与税基金 ＋
15,235（皆増）

投資出資貸付金 260,613 1.5 314,773 1.9 △ 54,160 △ 17.2 中小企業振興資金預託金 △50,000（200,000）、企業立地制度資金預託金 △4,160（55,113）

繰出金 1,226,584 5.5 1,208,308 7.4 18,276 1.5 国保 △4,303（193,237）、介護保険 ＋6,834（530,921）、後期高齢者医療 ＋15,745（502,426）

予備費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

17,840,000 100.0 16,300,000 100.0 1,540,000 9.4

義務的経費計

物件費

合計

令和７年度　一般会計予算　歳出増減内訳（性質別）

歳出（性質） 令和７年度 令和６年度
当初比較 主な増減内訳

増減額（令和７年度当初予算額）
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率（％） 金額

公共事業等債 林道開設事業
天白高烏谷線 9,400 22.2 2,087

公共事業等債 林道改良事業
林道古城線 12,500 22.2 2,775

公共事業等債 本曽倉線 6,000 22.2 1,332

公共事業等債 北原切石線　外 40,500 22.2 8,991

公共事業等債 1-298号線　外 68,000 22.2 15,096

公共事業等債 光前寺南線　外 22,200 22.2 4,928

公共事業等債 1-959号線　外 8,100 22.2 1,798

公共事業等債 飯坂公園　外 5,600 22.2 1,243

公共事業等債 中割経塚線 40,500 22.2 8,991

公営住宅建設事業債 住宅管理事業（市営住宅長寿命化） 11,800 - -

一般補助施設整備等事業債 保健センター太陽光設備設置 27,900 - -

一般補助施設整備等事業債 農業基盤整備促進事業
水路工事（竜東地区） 1,200 20.0 240

一般事業債（その他） 防護柵更新 900 - -

一般事業債（河川） 精進川　外 1,100 - -

地域活性化事業債 駒ヶ池　転落防止柵 11,700 30.0 3,510

地方道路等整備事業債 県事業負担金 5,400 - -

地方道路等整備事業債 福岡南線　外 19,800 - -

地方道路等整備事業債 新病院周辺整備 16,200 - -

地方道路等整備事業債 北原切石線　外 2,700 - -

地方道路等整備事業債 古田切本線　歩道バリアフリー　外 4,000 - -

地方道路等整備事業債 道路維持　起債対象分 3,600 - -

地方道路等整備事業債 1-298号線　外 900 - -

地方道路等整備事業債 光前寺南線　外
継足し単独分 4,500 - -

地方道路等整備事業債 1-959号線　外 1,300 - -

地方道路等整備事業債 本曽倉線
継足し単独分 1,300 - -

地方道路等整備事業債 1-319号線　外　 16,700 - -

緊急防災・減災事業債 中沢支所　照明LED化　空調設備整備 6,200 70.0 4,340

緊急防災・減災事業債 東伊那支所　照明LED化　空調設備整備 3,500 70.0 2,450

緊急防災・減災事業債 1分団コミュニティー　建設管理・工事 42,000 70.0 29,400

緊急防災・減災事業債 消火栓整備 4,500 70.0 3,150

緊急防災・減災事業債 １分団２号車 31,000 70.0 21,700

緊急防災・減災事業債 防災行政無線システム改修 165,000 70.0 115,500

緊急防災・減災事業債 庁舎非常用発電設備 31,300 70.0 21,910

緊急防災・減災事業債 衛星系防災行政無線 16,700 70.0 11,690

緊急防災・減災事業債 Jアラート受信機 3,200 70.0 2,240

緊急防災・減災事業債 一心館　トイレ改修 1,900 70.0 1,330

緊急防災・減災事業債 こまくさの湯　空調改修 19,300 70.0 13,510

緊急防災・減災事業債 文化センター　空調改修 362,700 70.0 253,890

令和７年度　一般会計当初予算における市債一覧表

（単位：千円）

市債名 事業内容 市債額
交付税措置
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公共施設等適正管理推進事業債(除却) 旧モルゲンロート解体 115,200 - -

公共施設等適正管理推進事業債(集約化・複合化) 旧卸売市場 4,500 50.0 2,250

公共施設等適正管理推進事業債(長寿命化) 駅前立体駐車場 10,800 42.0 4,536

公共施設等適正管理推進事業債(長寿命化) 福岡南線　外 9,000 42.0 3,780

公共施設等適正管理推進事業債(長寿命化) 上穂北割線　外 9,400 42.0 3,948

公共施設等適正管理推進事業債(長寿命化) 農村交流広場　防球ネット 25,200 42.0 10,584

公共施設等適正管理推進事業債(集約化・複合化) 美須々保育園・赤穂南保育園 11,600 50.0 5,800

緊急自然災害防止対策事業債 1-327号線　外 31,000 70.0 21,700

緊急自然災害防止対策事業債 中割経塚線　外 132,000 70.0 92,400

緊急自然災害防止対策事業債 車載式小型除雪機 2,100 70.0 1,470

緊急自然災害防止対策事業債 蟹沢川 12,000 70.0 8,400

脱炭素化推進事業 庁舎　照明LED化 22,200 42.0 9,324

脱炭素化推進事業 充電電源増設 400 42.0 168

脱炭素化推進事業 駅前ビル　照明LED化 3,100 42.0 1,302

脱炭素化推進事業 すずらん・赤穂東・みなみ交流センター照明LED化 5,000 42.0 2,100

脱炭素化推進事業 農村交流広場・馬住ヶ原運動場　照明LED化 57,600 42.0 24,192

1,482,200 724,055合計
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(注２)元利償還金は、繰上償還を含む元金及び利子の償還額になっている。

項目 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

普通債残高 11,061 10,890 10,324 9,849 9,452 10,093 10,836

対前年度増減額 ▲ 569 ▲ 171 ▲ 566 ▲ 475 ▲ 397 641 743

三セク債残高 2,062 1,970 1,894 1,818 1,741 1,641 1,565

対前年度増減額 ▲ 30 ▲ 92 ▲ 76 ▲ 76 ▲ 77 ▲ 100 ▲ 76

臨財債残高 7,003 6,963 7,044 6,650 6,137 5,607 5,048

対前年度増減額 112 ▲ 40 81 ▲ 394 ▲ 513 ▲ 530 ▲ 559

合計 20,345 19,823 19,262 18,317 17,330 17,341 17,449

対前年度増減額 ▲ 487 ▲ 303 ▲ 561 ▲ 945 ▲ 987 11 108

元利償還金 1,810 1,797 1,769 1,790 1,706 1,682 1,686

対前年度増減額 49 ▲ 13 ▲ 28 21 ▲ 84 ▲ 24 4

一般会計市債残高・元利償還金の推移

(注１)令和5年度までは決算、令和6年度は補正予算反映後見込み、令和7年度は当初予算額。国補

正（繰越分）は7年度に反映させている。

（単位：百万円）
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A B C D=A+B-C E=D-A

1 財政調整基金 1,852,392 3,412 3,412 3,412 0 1,855,804 3,412

2 減債基金 291,331 537 8,997 537 70,000 230,328 △ 61,003

3 ふるさとづくり基金 1,778,251 3,276 448,276 3,276 641,150 1,585,377 △ 192,874

4 高度情報化基金 62,485 115 115 115 0 62,600 115

5 教育基金 132,146 243 300 0 0 132,446 300

6 義務教育施設整備基金 22,582 42 42 42 0 22,624 42

7 文化振興基金 22,638 42 42 42 0 22,680 42

8 相川文庫充実基金 15,055 28 0 0 0 15,055 0

9 中城文庫充実基金 11,100 20 0 0 0 11,100 0

10 福祉のまちづくり基金 266,530 491 0 0 0 266,530 0

11 老人福祉基金 31,181 57 8 8 0 31,189 8

12 農林業後継者育成基金 9,435 17 0 0 0 9,435 0

13 ふるさと水と土基金 8,000 15 0 0 0 8,000 0

14 森林環境譲与税基金 17,112 3 15,235 3 17,112 15,235 △ 1,877

15 温泉開発基金 167,740 309 23,809 309 150,000 41,549 △ 126,191

16 観光施設整備基金 777 2 202 2 0 979 202

4,688,755 8,609 500,438 7,746 878,262 4,310,931 △ 377,824

17 介護給付費準備基金 264,539 50 50 50 72,723 191,866 △ 72,673

18 国民健康保険事業基金 384,377 708 708 708 24,456 360,629 △ 23,748

19 土地開発基金（現金分） 106,535 196 5,196 196 0 111,731 5,196

20 中沢財産区財政調整基金 9,345 11 11 1,103 8,253 △ 1,092

764,796 954 5,965 965 98,282 672,479 △ 92,317

5,453,551 9,563 506,403 8,711 976,544 4,983,410 △ 470,141

【財政調整用３基金（再掲）】

1 財政調整基金 1,852,392 3,412 3,412 3,412 0 1,855,804 3,412

2 減債基金 291,331 537 8,997 537 70,000 230,328 △ 61,003

3 ふるさとづくり基金 1,778,251 3,276 448,276 3,276 641,150 1,585,377 △ 192,874

3,921,974 7,225 460,685 7,225 711,150 3,671,509 △ 250,465

一般会計分合計

特別会計分合計

合計

財政調整用３基金合計

令和７年度　基金の状況

（単位：千円）

基金名

令和６年度
残高見込
(R7.5.31)

令和７年度当初予算 令和７年度
残高見込
(R8.5.31)

年度末
比較利子

収入

積立
取崩

うち利子
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１　都市計画税

国・県 市債 その他
都市計画税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

当年度事業費 235,443 88,850 57,800 35,469 8,650 44,674

都市計画総務事務 80,509 37,600 0 30,000 3,500 9,409

街路整備事業 92,300 45,000 40,500 0 4,500 2,300

公園管理事業 62,634 6,250 17,300 5,469 650 32,965

43,062 41,650 1,412

45,000 45,000 0

323,505 88,850 57,800 35,469 95,300 46,086

２　入湯税

国・県 市債 その他
入湯税
充当額

その他

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ａ-(B～E)

154,200 150,000 4,200 0

3,000 3,000 0

800 800 0

23,809 309 23,500 0

181,809 0 0 150,309 31,500 0

過年度の都市計画事業に係る
当年度の市債元利償還額

こまくさの湯配管改修

令和７年度　一般会計当初予算　目的税の使途

都市計画税　歳入予算額 95,300千円
（単位　千円）

使途
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

駒ヶ根高原温泉開発㈱補助金

翌年度以降の都市計画事業に係る
当年度の基金積立金額

合計

入湯税　歳入予算額 31,500千円
（単位　千円）

使途
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

早太郎温泉開湯30周年記念事業

温泉開発基金積立金

合計

（注）予算書の歳出事項別明細書「本年度の財源内訳」において、目的税は「特定財源」の「その他」欄に表示
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（単位　千円）

地方消費税
引き上げ分

その他
一般財源

A B C B－C

社会福祉費 2,675,850 1,528,175 257,646 1,270,529

障がい者福祉 1,134,253 299,346 50,469 248,877

高齢者福祉 80,318 60,829 10,256 50,573

福祉医療 233,495 125,005 21,075 103,930

国保、介護、後期高齢者医療 1,227,784 1,042,995 175,846 867,149

児童福祉費 1,511,143 512,307 86,373 425,934

子育て支援、子ども交流センター 104,269 21,699 3,658 18,041

公立・私立保育所運営 652,447 366,325 61,761 304,564

児童発達支援 42,867 4,127 696 3,431

児童手当、児童扶養手当 703,008 116,509 19,643 96,866

母子父子福祉 8,552 3,647 615 3,032

生活保護費 250,582 63,005 10,622 52,383

生活保護、授産、生活困窮者支援 250,582 63,005 10,622 52,383

保健衛生費 795,271 640,925 108,059 532,866

予防接種 136,220 100,521 16,948 83,573

母子保健 53,308 45,985 7,753 38,232

健康診査、健康づくり 54,336 33,012 5,566 27,446

地域医療確保（病院運営負担） 551,407 461,407 77,792 383,615

5,232,846 2,744,412 462,700 2,281,712

令和７年度　一般会計当初予算　引き上げ分に係る地方消費税の使途

地方消費税交付金予算額 876,364千円

うち、引き上げ分
（社会保障等財源化分）

462,700千円

社会保障施策に要する経費

歳出
予算額

Aの財源
のうち、
一般財源

合計
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（単位　千円）

森林環境譲与税

充当額 その他

A B C D=A-B-C

2,000 2,000 0

330 330 0

1,300 1,300 0

15,000 15,000 0 0

6,500 2,112 3,888 500

6,500 5,000 1,500

2,659 984 1,675

15,235 15,231 4

49,524 17,112 28,733 3,679

林道補修工事

森林環境譲与税基金積立金

合計

森林整備意向調査・経営計画策定

森林台帳システム保守

十二天の森管理運営事業

松くい虫対策事業委託（ドローン調査）

市有林整備

林道維持管理委託

令和７年度　一般会計当初予算　森林環境譲与税の使途

森林環境譲与税　歳入予算額 28,733千円

使途
事業費

財源内訳

森林環境譲与税

基金繰入金

一般財源
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【一般会計】

令和７年度 令和６年度 削減額
A B A-B

1 総務課 庁舎管理
庁舎のLED化を進めたこと
により、光熱水費（電気料）
を削減しました。

11,700 11,900 ▲ 200

2 危機管理課 防犯灯の新設等補助
防犯灯の設置状況を鑑
み、補助対象範囲を見直
しました。

1,072 1,760 ▲ 688

3 危機管理課
消防団員公務災害補
償・退職報償金掛金

消防団員の定数を改正
（減員）しました。

10,663 12,773 ▲ 2,110

4 地域保健課
通いの場開設経費補
助

通いの場の開設が進んだ
ことから、今後は運営と生
活支援の取り組みを進め
ます。

600 800 ▲ 200

5 商工観光課
中央アルプス魅力体
感事業

事業の実施期間が終了し
ました。

0 2,100 ▲ 2,100

6 建設課
道路橋梁総務管理事
業

道路照明のLED化を計画
的に進めてきたことにより、
電気料金を削減しました。

2,400 3,550 ▲ 1,150

7 赤穂公民館
赤穂公民館管理運営
事業

業務の見直しにより、臨時
職員を減員しました。

0 1,194 ▲ 1,194

26,435 34,077 ▲ 7,642合計

令和７年度　事業見直し一覧

（単位：千円）

№ 課名 事業名 見直し内容
予算額
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１　国の令和７年度一般会計予算案・当初対比

２　政府経済見通し

国の令和７年度予算及び経済見通し

【令和６年度の経済動向】

長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、「賃上げと投資が牽引する成

長型経済」に移行できるかどうかの分岐点にある。政府は、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」

への移行を確実なものとするため、日本経済・地方経済の成長、物価高の克服及び国民の安心・安

全の確保を三つの柱とする「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を策定した。

令和６年の経済は、実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は０．４％程度、名目国内総生産（名目ＧＤ

Ｐ）成長率は２．９％程度、消費者物価（総合）は２．５％程度の上昇率になると見込まれる。

【令和７年度の経済見通し】

総合経済対策が下支えとなり、賃金上昇が物価上昇を上回り、個人消費の増加とともに、企業の設

備投資も堅調な動きが継続するなど、民間需要主導の経済成長が期待される。実質ＧＤＰ成長率は

１．２％程度、名目ＧＤＰ成長率は２．７％程度、消費者物価（総合）は２．０％程度の上昇率と見込ま

れる。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等の影響には注意する必要がある。

（単位　兆円、％）

兆円 ％ 兆円 ％

税収 78.4 69.6 8.8 12.7 一般歳出 68.2 67.8 0.4 0.7

公債金 28.6 35.4 ▲ 6.8 ▲ 19.2 うち社会保障関係費 38.3 37.7 0.6 1.5

建設公債 6.8 6.6 0.2 3.2 うち社会保障関係費以外 29.9 30.1 ▲ 0.2 ▲ 0.7

赤字公債 21.8 28.9 ▲ 7.1 ▲ 24.3 19.1 17.8 1.3 7.3

その他 8.5 7.5 1.0 12.5 28.2 27.0 1.2 4.5

115.5 112.6 2.9 2.6 115.5 112.6 2.9 2.6

【歳出】 R７
比較

R６ R６【歳入】 R７

歳入合計 歳出合計

比較

国債費

地方交付税交付金等

(ポイント)

○重要課題への対応
①
②
③
④
⑤

○メリハリの効いた予算
①
②

地方創生交付金の倍増、地方財政の健全化を推進

人事院勧告の影響もある中、政策的予算を適切に確保
新規国債発行額減額　　Ｒ６：３５．４兆円　⇒　Ｒ７：２８．６兆円

財源を確保しつつ複数年度で取り組んでいる重要政策課題を推進

　『「賃上げと投資が牽引する成長型経済」へ移行するための予算』

「投資立国」の実現に向けたGX投資推進、AI・半導体産業基盤強化
「こども未来戦略」に基づくこども・子育て支援の本格実施

防衛力の抜本的強化

名目 実質 名目 実質 名目 実質
国内総生産 ５９５兆円 ６１３兆円 ６２９兆円 4.9 0.7 2.9 0.4 2.7 1.2

民間消費 ３２３兆円 ３３３兆円 ３４４兆円 2.4 ▲ 0.4 3.1 0.8 3.2 1.3
民間住宅 ２２兆円 ２３兆円 ２３兆円 0.9 0.8 1.5 ▲ 1.3 1.1 ▲ 0.3

企業設備投資 １０２兆円 １０７兆円 １１１兆円 3.5 ▲ 0.1 5.1 2.3 3.8 3.0
労働力人口 6,934万人 6,955万人 6,958万人
就業者数 6,756万人 6,779万人 6,788万人
雇用者数 6,089万人 6,121万人 6,130万人
完全失業率 ２．６％ ２．５％ ２．４％

生産 鉱工業生産指数増減率 ▲１．９％ ▲１．０％ ２．４％ 　
企業物価指数変化率 ２．４％ ２．８％ １．６％
消費者物価指数変化率 ３．０％ ２．５％ ２．０％
ＧＤＰﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ変化率 ４．２％ ２．５％ １．５％

Ｒ７
対前年度比増減率（％）

Ｒ５ Ｒ６主要経済指標
Ｒ５

実績

0.3 0.1
0.3 0.1

物価

0.7 0.5 0.1

ＧＤＰ

雇用
0.4

Ｒ６
見込み

Ｒ７
見通し

0.4

「令和７年度の経済見通しと経済財
政運営の基本的態度」（R6.12.25閣
議了解）から抜粋
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１　地方財政の収支（通常収支分）

２　令和７年度地方財政対策のポイント

令和７年度　地方財政対策

（１）総額の確保
① 地方財政規模は増加 ＋3兆3,707億円、＋3.6％
② いわゆる「103万円の壁」の減収影響（0.2兆円）を含めても、適切な地方財源を確保
③ 一般財源総額は増加 ＋1兆535億円、＋1.7％ ※普通交付税の交付団体ベース
④ 財源不足の補填 折半対象財源不足は令和6年度に引き続き生じない

1兆929億円 財源対策債の発行、地方交付税の増額による補填

⑤ 臨時財政対策債は平成13年度の制度創設以来、初めて新規発行額ゼロ

（２）ポイント

① DX、防災・減災対策の推進

・自治体DX・地域社会DX推進のため、地財法の特例により、地方債の発行が可能に

・緊急浚渫推進事業費について、事業期間を5年間延長

② 給与改定等に要する財源の確保 給与改定分（0.2兆円）

③ 物価高への対応 自治体の光熱費等の増加を踏まえ、0.1兆円計上（＋0.03兆円）
など

（単位　兆円、％）

兆円 ％ 兆円 ％

地方税 45.45 42.73 2.72 6.4 給与関係経費 20.98 20.23 0.75 3.7

譲与税・交付金 3.16 3.86 ▲ 0.70 ▲ 18.1 うち退職手当以外 19.86 19.15 0.71 3.7

地方交付税 18.96 18.67 0.29 1.6 一般行政経費 45.60 43.69 1.91 4.4

地方債 5.96 6.31 ▲ 0.35 ▲ 5.5 うち補助分 26.58 25.14 1.44 5.7

うち臨財債 0.00 0.45 ▲ 0.45 皆減 うちデジ田構想事業費 1.20 1.25 ▲ 0.05 ▲ 4.0

その他 23.48 22.07 1.41 6.4 うち地域社会再生費 0.42 0.42 0.00 0.0

公債費 10.73 10.90 ▲ 0.17 ▲ 1.6

（うち、実質的な交付税） 投資的経費 12.11 11.99 0.12 1.0

18.96 19.12 ▲ 0.16 ▲ 0.9 その他 7.59 6.83 0.76 11.1

交付団体ベースの

67.54 65.70 1.84 2.8

97.01 93.64 3.37 3.6 97.01 93.64 3.37 3.6

【歳入】 R7 R6
比較

歳入合計

【歳出】

歳出合計

一般財源総額

交付税＋臨財債

R7 R6
比較
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令和７年度 予算のあらまし 
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